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本調査は、JICAが株式会社国際開発センター及び株式会社コーエイリサーチ&コンサルティングに委託し、実施した。

本調査の内容は 2020年 11月から 2021年 2月にかけて日本国内において実施した文献・オンライン調査と該当国関係

者からオンラインで回答を得た質問票の分析等に基づくものであり、データ類の信憑性について JICA は責任を負わな

いものとする。
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１. 基礎指標 

１－１．基礎指標1 

一人当たり GDP  3,020.03米ドル 2019年 

セクター別政府支出 

保健医療（対 GDP 比） 5.29 ％ 2017年 

教育（対 GDP 比） 3.76 ％ 2008年 

社会福祉（対 GDP 比）2 3.51 ％ 2018年 

人口 
  

総人口 100,388,073 人 2019年 

男性人口比率 

女性人口比率 

50.53 ％ 

49.47 ％ 
 

都市人口比率 

農村人口比率 

42.73 ％ 

57.27 ％ 
 

平均余命（全体） 

 男性 

 女性 

72 歳 

70 歳 

74 歳 

2018年 

 

保健医療 
  

栄養不足蔓延率 4.7 ％ 2018年 

新生児死亡率（1,000 人当たり） 11人 2019年 

教育 
  

教育制度 

 初等教育年数  

 義務教育年数 

 

6 年   

12 年 

 

 

成人識字率（15 歳以上） 

 男性 

 女性 

71.17 ％ 

76.50 ％ 

65.51 ％ 

2017年 

 

  

                                                                 
1 世界銀行（https://data.worldbank.org/indicator（参照 2020-12-12））に基づく。 
2 内訳は以下のとおり：条件付き現金給付 (Conditional Cash Transfers: CCT)  0.41％、無条件現金給付 (Unconditional Cash 

Transfer: UCT) 0.14％、社会保険 0.45％、食料及び物品 1.70％、手数料免除 0.79％、他の社会福祉 0.02％ 
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就学率 

 初等教育3（総就学率） 

全体 

男子 

女子 

 中等教育4（総就学率） 

全体 

男子 

女子 

 高等教育5（総就学率） 

全体 

男子 

女子 

 

 

106.85 ％ 

105.99 ％ 

106.85 ％ 

 

89.48 ％ 

89.90 ％ 

89.04 ％ 

 

35.17 ％ 

34.58 ％ 

35.78 ％ 

 

 

2019年 

2012年 

2012年 

 

2019年 

 

 

 

2017年 

 

雇用 
  

失業率（全体） 

  男性 

  女性 

10.13 ％ 

6.62 ％ 

21.40 ％ 

2020年 

 

                       

 

１－２．障害に関する指標 

１−２−１. 障害の定義 

 エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」）では、2014 年に制定された新憲法におい

て、障害者の権利促進の重要性が確認された。同憲法では、障害者が社会への統合に必要

な支援を受けることは障害者の権利であると言及されている。 

 障害者の権利及びその施行規則に関する 2018年の法律（以下、「障害者の権利法」）第 10

号第 2条では、障害者は、「長期的な身体的、精神的、知的及び感覚的な障害を持ち、さま

ざまな障壁との相互作用により他の者との平等を基礎として社会に完全にかつ効果的に社

会参加することが妨げられているもの」と定義されている。エジプト政府は、本定義が国

連障害者権利条約（Covention on the Rights of Persons with Disabilities。以下、「CRPD」）に準

拠した内容になっていると認識している6。 

 エジプトは、障害の医療モデルから社会モデルへの変遷期にある7。この新モデルを採用

することで、障害者は異なった能力のある人々（Differently abled）であり、国全体の社会

的及び経済的発展のためには、障害者自身だけでなく社会全体が障害者を統合し、権利を

保障し、能力を活用する責任があるという認識を促進しようとしている。 

                                                                 
3 6歳-11歳 出所：外務省「諸外国・地域の学校情報」 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/world_school/07africa/infoC70400.html（参照 2020-12-12） 

4 12歳-14歳 出所：同上 

5 15歳-17歳 出所：同上 

6 https://www.sis.gov.eg/Story/142989/Persons-with-Disabilities-Law-and-its-implementing-regulations?lang=en-us （参照 2020-

12-12） 

7 Government of Egypt (2018) Egypt’s Voluntary National Review 2018 

https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/20269EGY_VNR_2018_final_with_Hyperlink_9720185b45d.pdf（参照

2020-12-08） 

https://www.sis.gov.eg/Story/142989/Persons-with-Disabilities-Law-and-its-implementing-regulations?lang=en-us
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エジプトでは、障害者に対して固定観念にとらわれた見方が根強いために、障害者に対

するスティグマや差別に繋がっており、障害者の社会参加を阻んでいると考えられている

8。障害児の存在を隠している世帯も多く、そのようなケースでは近所の人さえも障害児の

存在に気づかない。また、伝統的な言い伝えでは、脳性まひ、ダウン症候群などから引き

起こされる機能障害は、悪意のあるジン（精霊）が罪人にこれらの病気を負わせるなど、

神による罰であると信じられている9。 

 

１−２−２. 障害に関する統計整備状況 

2006 年の国勢調査では、障害者人口は約 4.8 万人、全人口の 0.65%とされていた。2017

年に国勢調査及びその他の統計調査を担当する中央動員統計局（Central Agency for Public 

Mobilization and Statistics。以下、「CAPMAS」）は国連障害者統計に関するワシントン・グ

ループの短縮質問紙セットを活用した国勢調査を実施した10。その結果、障害者数は約

1,030 万人、全人口の 10.67%11とされている。一方、2006 年の国勢調査に引き続き、2017

年の国勢調査においても年齢別の障害者数は存在しない。よって、障害児数は不明である。

2017年 11月の時点では、教育・技術教育省の主導で障害児数に関する統計調査計画が進ん

でいた12。 

障害者の権利法第 6 条では、保健・人口省が社会連帯省と協力して障害者のデータベー

スを構築することが規定されている。しかし、保健・人口省と社会連帯省が運営するデー

タベースは、保健サービスの提供に限定されており、教育や雇用などに関する統計データ

を含んだ包括的なデータではないと指摘されている13。2020年 7月 9日のエジプト Today紙

の記事によると、保健・人口省は社会連帯省と連携し、CAPMAS の統計データを活用した

障害者に関する包括的なデータベースを作成する予定である14。 

 

１−２−３. その他統計 

障害者数（全体）15 約 1030万人（10.67％） 2017年 

  男性 約 536 万人（10.99％）  

  女性 約 493 万人（10.34％）  

 

                                                                 
8 Disability Global Directory Egypt https://private.disabilityin.org/global/egypt/（参照 2020-12-08） 
9 同上 
10 この短縮質問紙セットは「見る（seeing）」、「聞く（hearing）」、「歩く（walking）」、「コミュニケーション

（communication）」、「認知する（remembering or concentrating）」、「セルフケア（selfcare）」の 6項目で構成されている。 

11この数字は 5歳以上の障害者を対象にしているため、5歳未満の障害児を入れると数値はもう少し高くなると予想さ

れる。 
12  2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。2017年 11月以降の進捗に関する確かな情報は不明。 
13 https://aps.aucegypt.edu/en/articles/49/disability-and-employment-policies-in-egypt（参照 2020-12-12） 

14 https://www.egypttoday.com/Article/2/89434/Egypt-creates-database-for-people-with-disabilities-to-boost-accessibility （参照

2020-12-12）当該データベースの構築の時期や詳細は不明である。 
15 2017年の総人口は 96,442,593人、女性人口は 47,706,816人、男性人口 48,735,777人 

https://private.disabilityin.org/global/egypt/
https://aps.aucegypt.edu/en/articles/49/disability-and-employment-policies-in-egypt
https://www.egypttoday.com/Article/2/89434/Egypt-creates-database-for-people-with-disabilities-to-boost-accessibility
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前項で述べたとおり、2017 年の国勢調査によると障害者数は約 1030 万人、全人口の

10.67%となっている。男性比率は男性人口の 10.99％、女性比率は女性人口の 10.34％と

なっている。機能障害の分類については、2006 年の国勢調査では、視覚障害、聴覚障害、

運動障害、精神障害の 4 つの区分が用いられていたが、2017 年にはワシントン・グループ

の 6つの質問項目が採用されたため、6つの区分となっている。機能障害別障害者人口割合

は図 1 のとおり16。 

 

図 1 機能障害別障害者人口割合（5歳以上、2017年） 

出所：CAPMAS（2017）に基づき調査チームが作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 性別人口の割合（5歳以上、2017年） 

出所：Ibid（2017）に基づき調査チームが作成 

                                                                 
16 CAPMASの説明によると、一人につき複数の機能障害がある場合もあるので、機能障害別障害者の割合合計は障害

者人口割合の 10.67%とは一致しない。 
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表 1 地域別・機能障害別障害者人口割合 (5歳以上、2017 年)17 

県名 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
セルフ

ケア 
歩く 認知する 聞く 見る 合計 

Cairo 3.69 3.52 8.71 4.65 5.05 7.50 14.82 

Alexandria 2.77 3.07 7.90 4.11 4.42 6.59 13.23 

Port-Said 2.33 3.05 6.17 3.56 3.82 5.93 10.83 

Suez 2.36 2.53 6.00 3.37 3.56 5.11 10.02 

Damietta 2.60 3.05 6.38 3.90 3.92 5.46 10.72 

Dakahliya 2.32 2.97 6.25 3.45 3.42 4.83 10.01 

Sharqeia 2.43 2.59 5.51 3.15 3.08 4.02 9.10 

Kalyobiya 2.88 2.90 6.47 3.75 3.61 4.93 11.50 
Kafr El Shiekh 3.38 3.77 7.24 4.55 4.30 5.14 11.64 

Al Gharbya 2.44 2.73 5.93 3.46 3.38 4.41 9.89 

Monofiya 2.35 2.45 4.88 3.06 2.81 3.47 8.29 

El-Beheira 2.88 2.97 6.39 3.89 3.54 4.27 10.38 

Ismailia 2.27 2.77 6.20 3.15 3.20 4.37 10.27 

Giza 2.83 2.74 6.13 3.48 3.50 4.46 10.79 

Bani Souwaif 2.53 2.79 5.56 3.43 3.05 4.15 9.83 

Fayoum 2.41 2.48 5.23 2.98 2.93 3.59 8.87 

Menia 2.99 3.29 6.42 3.85 3.70 4.71 11.11 

Assiut 3.33 3.16 6.16 3.89 3.67 4.19 10.72 

Sohag 2.92 3.26 6.11 3.61 3.41 3.78 9.73 

Qena 2.53 2.85 5.79 3.23 3.06 3.21 8.85 

Aswan 2.33 2.31 5.48 3.36 3.18 4.62 10.12 

Luxor 2.38 2.60 6.22 3.19 3.54 4.58 10.10 

The Red Sea 1.77 2.06 4.62 2.15 2.51 4.77 8.86 

New Valley 1.45 1.67 4.23 1.98 2.16 3.49 7.54 

Matrouh 4.29 3.33 5.25 4.07 3.50 5.65 12.82 

North Sinai 1.31 1.74 2.73 1.70 2.17 2.80 5.74 

South Sinai 1.45 1.77 1.98 1.76 2.05 1.83 4.17 

出所：CAPMAS（2017）に基づき調査チームが作成 

 

１−２−４. 機能障害の主な原因18 

 エジプトにおける機能障害の主な原因として、貧困が原因で不衛生な生活環境や安全

な水へのアクセスが不足していることや、ゴミ処理の仕方も適切ではないなどの悪環境下

でさまざまな感染病が引き起こされ、機能障害の原因となっている。また、栄養失調も機

能障害の原因となっている。例えば、ビタミン A の不足によって盲目になる確率が高い。

妊娠中の栄養失調は、胎児の精神的・身体的発達に大きく影響を与えるため、知的障害の

原因となる確率が高くなる。また、社会的には同族結婚が少なくないことも先天異常のあ

                                                                 
17 その他、都市・農村別、性別データがあるが、年齢別のデータはない。 
18 エジプトの障害の原因については、以下の 3つの文献を参考にした。 

UNESCWA (2014) Disability in the Arab Region – An Overview  
WHO (2016) Health profile 2015 Egypt  

Heba Hagrass (2009) Definition of Disability and Disability Policy in Egypt  

https://www.unescwa.org/sites/www.unescwa.org/files/page_attachments/disability_in_the_arab_region-_an_overview_-_en_1.pdf
http://applications.emro.who.int/dsaf/EMROPUB_2016_EN_19264.pdf?ua=1
http://pf7d7vi404s1dxh27mla5569.wpengine.netdna-cdn.com/files/library/Barnes-emw-Chapter-10.pdf
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る子どもが多い原因であると言われている。他にも、女性の割礼が法律で禁止されている

にもかかわらず、実際には実施されており機能障害につながる場合もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 機能障害の原因（2014年） 

出所：ESCWA and League of Arab States (2014) Disability in the Arab Region – An Overviewに基づき調査チームが作成 

 

１−２−５. その他 

先天性白皮症、先天性色素欠乏症などの先天性の疾患をアルビニズムという。アフリカ

では、アルビニズムの人は偏見の目で見られることが多い。アルビニズムの人の身体を呪

術に用いることで、幸福をもたらすとの迷信が信じられていることから、アルビニズムの

人々の身体が切断あるいは殺害され、身体を高価で密売されることもある。アルビニズム

の人々への殺害や暴力が、エジプトでも報告されている19。 

  

                                                                 
19 Mostert and Weich (2017) Albinism in Africa: a proposed conceptual framework to understand and effectively address a 

continental crisis 
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２. 障害関連政策 

２－１．障害関連行政制度 

【中央政府行政】 

エジプトでは、すべての政府機関及び民間機関の政策や取り組みの調整に責任を持つ独

立した代表機関として、全国障害者評議会（National Council for Persons with Disabilities。以

下、「NCPD」）が 2019年の大統領令第 11号により設立されている。同評議会の役割は、障

害者の状況に関する年次報告書の作成、政策策定、各種施策の促進・評価、支援の監督及

び関連省庁、非政府組織（Non-governmetal Organizations。以下、「NGO」）等の障害者団体

（Disabled People’s Organizations。以下、「DPO」）間の連携の調整、啓発、データ収集、障

害者からの苦情の受付などである。 

 

障害関連担当機関 

CRPD に関する政府報告書（以下、「政府報告」）20や当該機関のウェブサイトによると、

障害関連の政策・活動を実施している機関とその業務管掌は表 2 のとおり。 

 

表 2 障害関連の政策・活動を実施している機関とその業務管掌 

No 機関名 概要 

1 社会連帯省21 

(Ministry of 

Social Solidarity) 

障害関連など社会保障政策の実施を担当する。分野によっ

て、労働力省、保健・人口省、交通省、住宅省などと連携し

ている。障害者への義肢の支給を含むリハビリテーション

サービスの提供、社会福祉政策や計画の策定及びサービス提

供、NGO の認定証発行、障害者認定・登録（就労能力を有す

る障害者のみ対象）を担う（登録者は社会連帯省及び労働

力・移民省傘下の職業訓練センターにて訓練を積むことが可

能）。2016 年に社会保障に関する国家障害 3 カ年計画、2018

年には「子どもと母親に関する国家戦略（National Plan 

for Childhood and Motherhood）2018-2030」を策定した。 

2 保健・人口省 

（Ministry of 

Health and 

Population） 

機能障害の予防、早期発見、早期介入、早期治療の提供、医

療センターにおける医療リハビリテーションの提供、関連施

設のバリアフリー化等を担う。2015年に保健に関する国家障

害計画を策定した。 

3 情報通信省 

（Ministry of 

Communication and 

Information 

Technology） 

情 報 通 信 技 術 （ Information and Communication 

Technology。以下、「ICT」）の活用・普及を通した情報アク

セスの改善による障害者の社会参画を促進する。「障害者の

た め の ICT 戦 略 （ Strategy for Information and 

Communication Technology for Persons with 

Disabilities。以下、「ICT4PWDs」）」を 2012年に策定した。 

                                                                 
20 政府報告はアラビア語版のみウェブ上で入手できる。Google翻訳機能を利用して内容を把握した。

https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD%2fC%2fEGY%2f1&Lang=en（参照

2020-12-12） 
21 Government of Egypt (2015) Egypt’s response on the Questionnaire on the Rights of Persons with Disabilities to Social 

Protection  
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4 教育・技術教育省

（Ministry of 

Education and 

Technical 

Education） 

特別支援学校やインクルーシブ教育に係る政策策定、特別支

援学校の監督、インクルーシブ教育の導入を担当する。「教

育に関する障害者のインクルージョン 5 カ年戦略計画

（2007-2012）22」を策定した。 

5 高等教育省 

（Ministry of 

Higher Education）  

高等教育政策の策定・計画、高等教育機関の監督・調整、イ

ンクルーシブ教育の実施、大学で教えられている科学分野の

1 つとして障害研究を導入し、すべての教育課程に障害の基

本概念を盛り込むことを担当する。 

6 労働力省 

（Ministry of 

Manpower） 

国内の国有・民間企業に対する障害者の法定雇用率の監督、

労働市場動向調査・分析、各県の地域事務所における就労希

望の登録、技能認定証の発行、就労希望者への推薦状の発

行、斡旋等による就労支援を担当している。 

7 国家人権評議会 

（National Council 

on Hunam Rights) 

憲法 214 条に基づく 4 つの首相直下独立機関の 1 つで23、エ

ジプト国民の権利擁護のための委員会であり、障害に関して

は、障害者の権利に関する啓発セミナーや会議などを開催し

ている。 

8 連帯、家族及び障害

者委員会 

人民議会内に設立された委員会24  

9 全国母子評議会

（National Council 

for Children and 

Motherhood） 

憲法 214 条に基づく 4 つの首相直下独立機関の 1 つで、障害

セクションが設置されている。障害児への支援を組織の優先

課題に挙げている。主に障害児に関する政策提言、各省庁・

NGO 等当事者団体間の連携及び調整を担当している。NGO と

連携の上、障害を理由に虐待を受けた子どもに対するホット

ラインを運営している25。  

 

国内調整委員会設置状況 

国内調整委員会として、NCPD が設置されている。同組織の詳細を以下に記す。 

委員会名称 全国障害者評議会 

（National Council for Persons with Disabilities: NCPD） 

委員会メンバー 理事会は首相が議長を務め、副議長及びその他 19 名のメンバーから

構成される。委員会メンバーは、関係省庁 6 省（保健・人口省、教

育・技術教育省、社会連帯省、住宅省、計画省、行政改革と労働力

省）の代表者とその他 19 名。その他のメンバーは、障害当事者、障

害者の権利に関する著名人から選ばれる（障害当事者 8 名、市民社会

代表 4 名、障害分野の専門家 5 名、非政府組織の合同組合代表（the 

General Union of NGOs）、障害分野の専門機関の代表。 

  

                                                                 
22 この 5カ年計画については本調査では確認できなかった。 
23 残る 3つは、NCPDと全国女性評議会（National Council for Women）及び全国母子評議会（National Council for 

Childhood and Motherhood）である。 
24 政府報告にはこれ以上の説明なし 
25 http://www.nccm-egypt.org/e5/e211/index_eng.html（参照 2020-12-12） 

http://www.nccm-egypt.org/e5/e211/index_eng.html
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概要 2019 年の大統領令第 11 号により、2012 年に設立された障害関連評議

会 （National Council on Disability Affairs。以下、「NCDA」という） 

に代わる組織として設立された26。国家人権評議会同様、憲法 214 条

に基づく 4 つの首相直下独立機関の 1つである。 

役割と実施状況 障害分野における中心的な機関。役割は、障害者の状況に関する年次

報告書の作成、政策策定、各種施策の促進・評価、障害者支援の監督

及び関連省庁、NGO 等 DPO 間の連携の調整、啓発、データ収集、障

害者からの苦情の受付など。当該委員会はカイロ県内にある本部及び

国内地域事務所において自治体、民間企業、NGOs 等へ技術支援を実

施するとともに、障害当事者やその家族に対して各ニーズに対応した

支援実施機関を紹介している。2017 年時点では地域事務所が 10 箇所

存在し、今後全県（27県）への地域事務所設立を計画中であった27。 

 

【地方政府行政】 

エジプトは全国 27 県28の行政区画に分かれている。地方行政では、県、市町村、地方単

位に独立した財政予算がある（障害分野ではなく一般予算）。予算収入には、県の予算及

び地方税が含まれる。障害関連政策の地方行政機構については情報が得られなかった。 

 

２－２．障害関連法律の詳細 

2014 年 1 月に国民投票の結果、憲法が改正され、「2014 年憲法」と呼ばれる新憲法が成

立した29。その第 2 章第 81 条では、健康、経済、文化、娯楽、運動、教育、政治参加、社

会参画において、障害者の権利と平等な機会の提供が保障されている30。憲法の中で、障

害に関して直接的な言及のある条項を表 3に示す。 

障害者の権利法（Law of the Rights of Persons with Disabilities, Law No.10 of 2018、施行年

2018 年 2 月）は、1975 年の障害者のリハビリテーション法に代わる包括的な法律である。

1975 年のリハビリテーション法が、50 名以上の公的セクターの 5％の法定雇用率のみ言及

しているのに対し、障害者の権利法は、障害者に関する住宅、雇用、教育、保険制度、ア

クセシビリティ、表現、スポーツ、交通機関、税金免除、娯楽、観光などほぼすべての論

点が盛り込まれた包括的な内容となっている。2015 年に草案作成が開始され、2017 年 12

月 26 日に最終法案が国会で承認された。 

 

 

 

                                                                 
26 www.ncda.gov.eg （参照 2020-12-12） 
272017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
28 カイロ、ギザ、アレキサンドリア、ポートサイード、スエズ、イスマイリア、ブハイラ、ダミエッタ、カフル・エ

ル・シェイク、ガルビーヤ、ダカハリーヤ、シャルキーヤ、ムヌフィーヤ、カルユービーヤ、ファイユーム、ベニスエ

フ、ミニヤ、アシュート、ソハーグ、ケナ、ルクソール、アスワン、紅海、ニューバレー、マトルーフ、北シナイ、南

シナイ 
29 スィースィー体制下の現行憲法は、正式には「エジプト・アラブ共和国憲法」 
30 African Disability Rights Yearbook (2014) Egypt Country Reports  
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表 3 憲法での障害者への直接的言及がある条項 

条項 概要 

53条 「国民は法の下で平等である」という古典的な規定に加えて、差別の理由と

なりうる事柄を列挙し（障害への言及あり）、国民間の平等の実現を高く掲げ

ている。 

「国民は、法の下に平等である。国民は、公の権利、自由及び義務において

平等であり、宗教、信条、国籍、出自、血統、肌の色、言語、障害、社会階

層、政治的または地理的所属、もしくはその他のいかなる理由によっても差

別されない。」31 

54条 

55条 

犯罪捜査当局に拘束された障害のある被疑者に対する支援提供の必要性につ

いて明記し（54条）、拘束された障害者に配慮した環境を整備することを義務

付けている（55条）。 

81条 平等、正義、機会均等の原則において、障害者の健康、経済、社会、文化、

娯楽、スポーツ及び教育への権利を保障すること、公共施設及び周辺環境を

整え、障害者の政治的権利の行使を確保し、また、雇用機会を提供するため

の規定が定められている。また、逮捕、投獄、または自由を制限する場合に

障害者へのアクセス手段（means of access）を提供することを国に義務付け

た32。 

80条 障害児の権利を保障し、障害児の社会及びリハビリテーションへの統合を保

障する。 

214条 全国障害者評議会を設立することを義務付け、同評議会に法的・技術的・財

政的な独立性を与える。 

180条 地方自治体において障害のある代表者を確保することを保障している。 

244条 人民議会（House of representative）において障害のある代表者を確保する

ことを保障している。 
出所：政府報告、UNOHCHR（2015）Egypt’s response on the Questionnaire on the Rights of Persons with 

Disabilities to Social Protection に基づき調査チームが作成 

 

関連法律を時系列に沿って最新のものから以下に順に示す。 

法律名 2020 年法律番号 2033 

施行年 2020 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

首相の下で、障害者のための支援基金（Support Fund）が立ち上げられ

た。基金の目的は、経済、保健、教育、訓練などすべての分野において

障害者の保護、ケア、社会開発を提供することである。また、特に国内

外の学校・研究所・大学などへの奨学金などの財政支援も供与する。ま

た、義足のコストや機能障害に関連する手術代、バリアフリー法に準じ

る公共施設のバリアフリー化にかかる費用も支給する。 

 

  

                                                                 
31 National Council for Disability Affairs (2015) Egypt’s response to the questionnaire on the right of persons with disabilities on 

decision making 
32 政府報告では何に対するアクセス手段を提供することを国に義務付けているのかについて詳細な説明はない。 
33 政府報告にはこれ以上の説明はなし。 
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法律名 障害者の権利法（Law of the Rights of Persons with Disabilities, Law No.10 

of 2018） 

施行年 2018 

概要 障害者に関する住宅、雇用、教育、保険制度、アクセシビリティ、表

現、スポーツ、交通機関、税金免除、娯楽、観光などほぼすべての論点

が盛り込まれた包括的な内容となっている。第 2 条に定義（1-2.参照）、

第 4 条には CRPD で謳われている一般理念が含まれている34。障害者に

身元確認カードを発行し、そのカード保持者にはさまざまな優遇措置が

与えられる。例えば、税金免除、公営病院での医療費の無料化、政府機

関や NGO などで働く場合の障害当事者及び介助者の労働時間短縮、適

切な住宅や交通手段の提供等が含まれる。また同法には、交通サービス

による障害のある通勤者のための専用スペースの設置、教育機関による

障害児インクルージョンプログラムの優先、政府や財政機関のサービス

へのアクセスを容易にするための合理的配慮などが盛り込まれている。

第 28 条では、障害者の貧困削減と貧困と闘うためのプログラムや政策

を政府に義務付けている。 

 

法律名 社会保険法（Social Health Insurance Law No.2 of 2018） 

施行年 2018 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

同保険法では保険の適用対象者が 6 歳未満の子どもにも拡大され、以前

は保険システムに含まれていなかった障害児が保健医療にアクセスでき

るようになった。健康保険の範囲には、精神病（うつ病や躁鬱病など）

も含まれている35。 

 

法律名 人民議会法 2014年法第 46 号（the Law of the House of Representatives）   

施行年 2014 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

人民議会議員体制において、8 名の障害者を確保することを保障する。 

 

法律名 社会連帯省令 第 209 号 

施行年 2014 年 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

社会連帯法第 237号を改定。18歳以上の障害者で、その障害の程度が少

なくとも 50％に達する障害者には毎月扶助を支給する。また、障害の

程度に関係なく、すべての障害児にもその家族の世帯収入が最低賃金を

超えない場合に限り毎月扶助を支給する。 

 

  

                                                                 
34 https://www.sis.gov.eg/Story/142989/Persons-with-Disabilities-Law-and-its-implementing-regulations?lang=en-us（参照 2020-

12-12） 
35 WHO (2017) Mental Health ATLAS 2017 Member State Profile -Egypt-  
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法律名 精神保健法（法律第 71 号） 

施行年 2009 

概要 1944 年の精神保健法を改定。CRPD の内容に沿って草案されたことによ

り、新法では概念の変化が見られ、人権の重要性が謳われている。人権

に関してテーマを 5 つに分類し、25 の基準と 111 の指標が設定されてい

る36。5 つのテーマは以下のとおり。 

・ テーマ 1：相当な生活水準及び社会的な保障（CRPD 第 28条） 

・ テーマ 2：健康（CRPD第 25 条） 

・ テーマ 3：法律の前にひとしく認められる権利（CRPD 第 12 条）、身

体の自由及び安全（CRPD 第 14 条） 

・ テーマ 4：拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取

扱い若しくは刑罰からの自由（CRPD第 15条）、搾取、暴力及び虐待

からの自由（CRPD 第 16条） 

・ テーマ 5：自立した生活及び地域社会への包容（CRPD 第 19 条） 

 

法律名 児童法 第 126号（1996 年の児童法 第 12 号を改定） 

施行年 2008 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

1996 年以降に出生した障害児には、児童法 27、28、29 条に沿って、健

康保健サービスを提供する 

 

法律名 団体法第 84号（Association Act） 

施行年 2002 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

障害者のための輸入機器に対しては関税が免除される。これは、寄付・

寄贈や海外からの援助にも適用される。 

 

法律名 社会保障法 第 87号（Social Security Act） 

施行年 2000 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

障害者が社会連帯省による社会保障サービスを享受することを保障して

いる。同法の第 30 条によると、障害者は「夫や妻がおらず、病気や事

故、あるいは先天的などの理由で生計が立てられないすべての 65 歳未

満の人」と定義されている。障害者は毎月年金を受給できる。受給には

医療検査を受け、障害が理由で働けないことを証明する必要がある。 

 

法律名 民間従業員法第 47 号及び公務員法第 48 号 

施行年 1978 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

障害のある労働者に関する条項がある。公務員法第 48 号では、公的機

関に対し障害者の雇用を義務付けている37。 

 

  

                                                                 
36 Michael Elnemais Fawzy (2015) Quality of life and human rights conditions in a public psychiatric hospital in Cairo, 

International Journal of Human Rights in Healthcare, Vol. 8 Iss 4 pp. 199 – 217 

https://www.who.int/mental_health/policy/quality_rights/QRs_Egypt.pdf?ua=1（参照 2020-12-12） 
37  African Disability Rights Yearbook (2014)  
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法律名 社会保障法第 25号（1977年改定）及び第 92 号（1980 年改定） 

施行年 1975 

同法における

障害の位置づ

け・言及 

労災に起因する障害を負った国民に対する賠償や年金給付等、障害者の

社会保障に係る権利を保障している38。。 

 

法律名 リハビリテーションと雇用法 第 39 号（法律 49 号 1982 年に改定） 

施行年 1975 

概要 ・ 9 条では、50 人以上の国家行政組織など公的部門の各ユニットにお

いて労働者の 5％を障害者に割り当てる障害者法定雇用率を導入し

た（1975年時点では 2％だった）。障害者はリハビリテーション認定

証を保持していなければならない。法定雇用率を満たさない企業に

対しては罰金の支払いが義務付けられている39。 

・ 同法は、2018 年の障害者の權利法が制定されるまでは、障害者基本

法として位置づけられていた。以前の国内法律第 116 号「社会保障

法」、第 14号「リハビリテーション法」、その他の社会保険法等を一

括にしたものであり、社会、心理、医療、教育、社会保障、雇用分

野における障害者への支援を規定している。障害者への歩行器、車

いす、義肢、補聴器など基本的な支援機器の支給を義務付けている
40。同法施行により、社会連帯省大臣を議長とする障害に関する評

議会が設立されたが、実態としては機能していなかった。 

 

障害者政策 

エジプト政府は、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals。以下、「SDGs」）

を達成する上で、障害者の貧困を削減し社会参加を促進することは重要な課題の一つであ

ると認識し、「持続的開発戦略：エジプトビジョン 2030（Sustainable Development Strategy: 

Egypt Vision 2030。以下、「Vision 2030」）」では、障害者を包摂する開発を目標としている。

NCDA（現 NCPD）が、保健、教育、雇用、母親や子どもの権利などの分野に、教育、雇

用、母親や子どもの権利などの分野に、障害の視点を開発戦略に盛り込むことを提案した

41。 

障害の視点が開発戦略に盛り込まれた契機となったのは、2011 年の革命であると報告さ

れている42。革命時には多くの人が負傷して障害者となり、メディアの注目を集めた。革

命後、エジプト国民が声を高くして自らの権利を主張し始めたことで、人権がこの重要な

転換期の最重要事項と捉えられるようになったとされる。 

2018 年の障害者の権利法に沿った国家障害戦略の計画策定が、NCDA（現 NCPD）主導

で関連機関とともに進められ、2018年内に完了する予定であった43。2020年 12月時点での

計画の策定状況は不明である。 

                                                                 
38  African Disability Rights Yearbook (2014) 
39 http://www.egypt.gov.eg/english/laws/pdf/Book2.pdf, Egypt’s Government Service Portal（参照 2020-12-12） 
40 同上 
41 Government of Egypt (2016) National Voluntary Review on the Sustainable Development Goals 
42 National Council on Human Rights (2011) 8th Annnual Report 
43 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク
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エジプト政府のその他の主な障害関連政策は以下のとおりである。 

 

政策名 子どもと母親に関する国家戦略 2018-203045 

（National Plan for Childhood and Motherhood 2018–2030） 

施行年 2018～2030 

主管省庁 全国母子評議会 

同政策におけ

る障害の位置

づけ・言及 

健康、教育、社会及び文化保護などすべての活動やプログラムに障害

児に関連する課題が含まれている。インクルージョンと早期発見プロ

グラムの拡大や医療スタッフの研修、新生児の聴覚検査の実施、機能

障害別の学校設立や適切な教育課程の開発などを通して障害児への教

育と保健サービスの質を高めることを目標とする。 
 

政策名 障害者の社会保障に関する国家障害 3カ年戦略（2017-2020）46 

施行年 2016 

主管省庁 社会連帯省 

概要 戦略のスローガンは「保護、リハビリテーション、エンパワメント、

尊厳」である。戦略の特徴は以下のとおり。 

・ ケアから人権に基づくアプローチへの移行 

・ 6 つの成果目標 

- CRPD に沿った法制度の策定 

- 障害のあるサービス利用者のデータベースの構築 

- 2018年までに包摂的で、アクセス可能な質の高いケア、コーチン

グ、リハビリテーションの実施 

- 平等な職業リハビリテーションの機会の提供 

- 貧困に直面した障害者への社会保障制度の支給 

- 障害に関する啓発 

上記の成果目標を達成するための具体的な活動としては、障害児の保

育園・幼稚園への入園、交通省との連携による障害者への公共交通機

関カードの発行、リハビリテーションオフィスの再構築などがある。 

                                                                 

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
44 Ministry of Education（年不明）Strategic Plan for Pre-University Education 2014-2030 
45 NCCM (2019) Strategic Framework and National Plan for Childhood & motherhood in the Arab Republic of Egypt (2018-2030) 
46 政府報告に基づいて記載 

政策名 大学以前の教育に係る国家戦略 2014-203044 

（Strategic Plan for Pre-University Education 2014-2030） 

施行年 2014～2030 

主管省庁 教育・技術教育省 

同政策におけ

る障害の位置

づけ・言及 

同戦略文書の障害者に関する章には、障害児の通常学級への統合に係

る項目がある。同戦略に基づき短期・中期実行計画（①2014～2016、

②2017～2021、③2022～2030）が策定されている。短期計画には、特

別支援学校の増設、国内 10％の普通学校への特別支援教室の設立、特

別支援教室の設備拡充、障害児の通学に係る移動手段の確保、啓発

キャンペーンの計画及び実施、インクルーシブ教育推進に向けたマ

ニュアルの開発及び教員研修の実施等が計画されている。教育・技術

教育省は省令 42号（2015）に基づき、2017年 11月時点で国内通常学校

の 1,000 校がインクルーシブ教育導入可能校として選定された。選定基

準は、リソースルームが設置されており、教員や支援要員の受け入れ

態勢（主に心構えの面）が整っていることとなっている。 
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政策名 国家障害・健康・リハビリテーション計画 2015-202047 

（National Disability, Health and Rehabilitation Plan） 

施行年 2015～2020 

主管省庁 保健・人口省 

概要 2015 年に保健・人口省が、世界保健機構（World Health Organization。以

下「WHO」）の「世界障害行動計画 2014-2021」への対応として、WHO

や NCPD と連携して「国家障害・健康・リハビリテーション戦略 2015-

2020」を策定した。同戦略には以下の 4 つのターゲットが設定されてい

る。 

• 予防プログラム 

• 機能障害の早期発見 

• 治療とリハビリテーションのための統合医療システム 

• 障害者のための医療サービス分野にける情報・教育、コミュニケー

ション 

戦略のターゲットとして、地域に根ざしたリハビリテーション

（Community based Rehabilitation。以下、「CBR」）プロジェクトの実

施、母子のケアセンターの活用、リハビリテーションサービスの提

供、障害児への支援機器支給、全国の甲状腺機能低下症の検出、ポリ

オの予防及び治療提供、障害の早期発見などが設定されている。 

 

政策名 障害者のための ICT 戦略48（ICT4PWDs） 

施行年 2012 

主管省庁 情報通信省 

概要 ICT を活用して障害者の社会参加を促進し、その結果、社会において障

害者がエンパワメントされることを目的とする。①教育、②研修、③

雇用という 3 つのテーマの下、以下の 7 つの戦略目標が設定されてい

る。 

1）情報と知識へのアクセスの支援及び個人の交流とコミュニケーショ

ンの促進 

2）教育と保健分野の機会平等の促進 

3）より良い仕事の機会を得るためのリハビリテーション 

4）技術の利用可能性を支援する政策の策定 

5）障害者に関連する情報インフラの開発 

6）研究・開発・革新の促進 

7）地域・国際協力の活発化 

「ICT4PWDs」には、障害者への情報保障の課題として、障害者の ICT

利活用に関する施策の未発達、ICT ツールを通じた障害者の能力強化を

支援する環境の欠如、アラビア語の支援ツールや同分野での人材不足

などが挙げられている。 

 

 

                                                                 
47 Christoph GUtenbrunner (2018) Responding to the World Health Organization Global Disability Action Plan in Egypt: A 
Technical Consultancy to develop a National Disability, Health and Rehabilitation Plan 
48 MICT (2015) Inclusion, Empowerment, & Participation – the General framework of MICT to empower persons with disabilities 
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２－３．CRPD批准による対応状況 

エジプト政府は 2007 年 12月 27日の「2007年大統領令第 400号」により CRPDに批准し

た。2021 年 1 月現在選択議定書には批准していない。なお、エジプト国憲法第 151 条によ

り、国際条約は批准した時点で国内法となることが規定されている49。政府報告は 2010 年

5 月 14が提出期限であったが、2020年 2月に提出された。提出が遅れた理由は、2011年以

来の政治的不安定や度重なる政権の変化などから政府が報告書を作成するに至らなかった

ことである50。2020 年 12 月時点でエジプト政府の報告書は審査されていないため、質問事

項（List of Issues）や総括所見は提出されていない。 

政府報告には、さまざまな国内の利害関係者、特に人権と市民社会のための国内機関や

多くの公的人物との集中的な協議の結果が反映されている。2015 年には、障害に関する国

連特別報告官に対し、全国障害者評議会が国際協力局及び大臣評議会の議長とともに、障

害者への社会保障政策に関する報告書や障害者の意思決定への権利に関する報告書を作成

して対応している51。 

パラレルレポートは提出されていない。その理由は、エジプトには国を代表する DPO が

形成されていないことがある52。2017 年時点では、NCDA（現 NCPD）は 2018 年の障害者

年を通し、国を代表する DPO を設立させたいと考えていたが53、その後の発展は不明であ

る。 

 

２－４．障害関連施策の状況54 

2018年を障害者の年と宣言し、同年には障害者の社会的包摂を目的とした取り組みが多

数実施された。2018 年以降、毎年 12月 3日に国際障害者の日を祝っている55。 

 

① リハビリテーションを含む医療サービス 

（1） リハビリテーション 

保健・人口省が医療リハビリテーションに関するプログラムを計画・立案し、各県に設

置されたリハビリテーションセンターにおいてリハビリテーションサービス、早期介入、

早期治療を提供している。リハビリテーションセンター数は 2018 年時点で 71 センター、

総合リハビリテーションセンターは 25 施設設立されている56。また、保健・人口省は、障

害者のデータベース構築に取り組んでいる57。 

                                                                 
49 African Disability Rights Yearbook (2014)  
50 Ibid (2014)  
51 NCDA (2015), Government of Egypt (2015)  
52 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
53 同上 
54 特別に記載のない限り、政府報告に基づき記載。 
55 https://dailynewsegypt.com/2019/08/06/azm-forum-promotes-labour-market-inclusion-of-people-with-disabilities/（参照 2020-12-12） 
56 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-12-12） 
57 政府報告ではこれ以上の説明はない。 
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社会連帯省は、視覚障害者のための無料リハビリテーションを提供するリハビリテー

ション施設を設立し、その数は 2018 年には全国で 202 施設に達した。エジプトで最初の自

閉症スペクトラム障害センターが、家族と地域開発のための国立財団との連携で設立され

た58。 

（2） 早期発見プログラム 

知的障害に繋がる甲状腺ホルモン欠損症を早期に発見するために、新生児の検査プログ

ラムが承認されている。その他、低視力の早期発見プログラム、代謝疾患のある子どもの

ために特別なミルクの支給などが実施されている59。 

（3） 社会連帯省の取り組み 

社会連帯省は、障害者の権利法の規定に従って、保健・人口省と連携し、統合サービス

を受ける資格を証明するためのカードを発行している60。認定された医療診断に基づく健

康ファイルが作成され、カード保持者は、リハビリテーション、学校や大学など教育機関

への参加などが認められ、さらなる合併症を避けるための治療と栄養補助食品へのアクセ

ス権が与えられる。2019年に発行されたカード数は、約 50 万件と推計されている。 

（4） 精神保健サービス 

2009 年に精神保健法が制定され、2015 年には国家精神保健計画が策定されている。同計

画には、子どもや青年期の精神保健に関する計画も含まれている。WHO によると、エジ

プトでは精神保健障害分野において訓練を受けたスタッフが足りていない61。エジプトの

精神保健に関する指標を表 4に抜粋して示す62。 

 

表 4 精神保健分野指標 

精神保健医療費（対 GDP比） 0.50％ 

精神保健医療支出費（一人あたり） 3.73 ポンド（約 25円 
63） 

精神保健分野で働く医療スタッフの数 7,875人 

病院附属の精神保健に関する外来患者用施設 1施設 

地域に根ざした精神保健に関する外来患者用施設 1施設 

子ども及び青年期の精神保健に関する外来患者用施設 10施設 

小児精神科医数（人口 10万人あたり） 0.21人 

精神病院数 18病院 

出所：WHO (2017) Mental Health Atlas 2017 Member State Profile - Egyptに基づいて作成 

                                                                 
58 同上 
59 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
60 同上 
61 WHO (2016) Health Profile 2015 Egypt  
62 WHO (2017) Mental Health Atlas 2017 Member State Profile - Egypt - 
63 1エジプト・ポンド= 6.67447円（2020年 12月 JICA統制レート） 
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② 教育 

エジプトでは、障害者の教育へのアクセスは非常に限られている。教育・技術教育省は、

エジプトには障害児が約 200 万人いるが、その中で教育を受けている障害児は 1.8％（2013

年）と推定している64。エジプトの障害児教育のシステムには、特別支援教育とインク

ルーシブ教育の 2 通りが存在する。以下に特別支援教育とインクルーシブ教育について整

理する。 

(1) 特別支援教育65 

1945 年から特別支援教育が開始され、特別支援学校における教育はすべて無償で提供さ

れている。視覚障害、聴覚障害、精神障害、知的障害、自閉症（知能指数 (Intelligence 

quotient：IQ。以下、「IQ」) 50～75）のある児童・生徒に対して、初等教育、中等教育、技

術教育（職業訓練）過程において特別教育を実施している。特別支援学校での教育内容は

通常学校と同じ内容であるが、カリキュラムは障害児向けに調整されたものとなっている。

特別支援学校における教育には、点字や手話に係るプログラムが含まれるほか、コン

ピューターや音声を活用したカリキュラムが取り入れられている。特別支援学校は機能障

害別に、a）視覚障害、b）聴覚障害、c）精神・知的障害（自閉症を含む）の 3 つに分かれ

ている。障害児に対する進学支援制度（非障害者に比べ成績が悪くとも能力が認められれ

ば優遇される）があるため、卒業者のほぼ全員が大学へ進学しているが、理系への進学は

難しく、大半が文系に進む。 

 

(2) インクルーシブ教育 

2007 年に CRPD を批准して以来、エジプトはインクルーシブ教育を推し進めてきた66。

2009 年の教育・技術省の省庁決議により（2015 年改定）公立及び私立学校への障害児の入

学が義務化された。2014 年に教育・技術教育省が「教育に係る国家戦略（2014 年～2030

年）」を策定してからは、同国家戦略に沿って、障害児に配慮したタブレット端末を活用

した教育の開発などの取り組みが実施されている。最近では、障害者に配慮した教育課程

を導入するため、「デジタル化プロジェクト・カリキュラム（Digitization Project 

Curriculum）」が実施された67。このプロジェクトでは、1 万 8,000 人の聴覚・視覚障害者を

対象にタブレットを活用した教育課程を導入している。このプロジェクトの一環として、

情報通信省は、聴覚・視覚・知覚障害者のために電子タブレットを配布し、障害者を指導

する教員 5,400 人が、電子タブレットの活用方法を学ぶ研修を受けた。視覚障害特別支援

学校には音声利用機器（Auditory access devices）が装備されており、聴覚障害特別支援学

                                                                 
64 Ashley Parnell（年不明）Building Implementation Capacity for Inclusive Education in Egypt – An Approach to Quality 

Education for All 
65 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
66 Ashley Parnell（年不明） 
67 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 

https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons


 
 
 
 

国別障害関連情報 エジプト・アラブ共和国 

19 

校には補聴器が置かれている。全国にある私立アル・アマル学校（聴覚障害）では、各学

生にタブレットが配布されており、第 10 学年及び第 11 学年には対話式授業が導入されて

いる。また、聴覚障害のある教員 60 人が研修を受け、認定手話トレーナーとなっている。

さらに、聴覚障害のある児童・生徒 245 人の言語発達を支援した。 

また、約 1 億ポンド（約 67 億円）の予算が障害者の教育関連プログラムに割り当てられ

た。2019 年／2020 年の予算には、障害のある教員の能力強化及び軽度障害者を大学入学前

の教育機関に統合するプログラムが含まれる68。エジプトにおけるインクルーシブ教育の

取り組みの推移は表 5のとおり。 

 

表 5 インクルーシブ教育における取り組みの推移 

年 概要 

2007 教育・技術教育省にて特別支援学級の導入による障害児の通常教育への一部統合

に関わる決定 

2009 省令 94 号によりインクルーシブ教育の義務化推進。各公立学校で特別支援学級

の設立  

2014 教育に係る国家戦略（2014～2030）策定 

2015 

 

・省令 264 号（インクルーシブ教育の義務化改定版）により、公立及び私立学校

への障害者の入学が義務化69。 

・省令 42 号により、障害児の通常学級への完全統合促進に向けた、環境整備・

設備の拡充 

2017 ・省令 252 号により、幼稚園から大学以前の公立・私立学校、語学学校、特別支

援学校、コミュニティ・スクール70においてインクルーシブ教育が保障されるこ

ととなった。インクルーシブ教育の達成のために、以下の合理的配慮が認められ

た。 

・ 対象は視覚障害、運動障害、聴覚障害、知的障害、自閉症、学習障害及び注

意欠陥・多動性障害（Attention deficit/hyperactivity disorder。以下、

「ADHD」） 

・ 障害児に対し、障害種別・程度に基づき、入学・期末試験受験時にアシスタ

ントを配置する等の配慮を認める。合理的配慮を受けるには教育・技術教育

省認定の医療機関による障害種別・程度の証明が必要。アシスタントの雇

用・配置は学校の承認の下、家族が担う。 

・ 生徒のニーズに応じ、補助教員（Shadow Teacher：生徒が授業の内容につい

ていけるよう教員を補佐するアシスタント）の配置を認める。 

・ 生徒の能力に応じたカリキュラムを検討する。 

・ 生徒のニーズに応じ、点字及及び拡大教科書を支給する。 

・ すべての公立校にリソースルームを設置する。 

 

                                                                 
68 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
69 Emam et Mohamed (2011) Preschool and primary school teachers’ attitudes towards inclusive education in Egypt: The role of 

experience and self-efficacy 

70 国連児童基金（United Nations Children's Fund: UNICEF）は、1992年以来、地域に根ざした学校（Community-based 

school）の設立と拡大を目指して教育・技術教育省を支援してきた。地域に根ざした学校モデルは、公立小学校にアク

セスできない貧困地域の子どもたちを対象としている。地域に根ざした学校は、女子の平等なアクセスを確保すること

に特に重点を置いている。学校につき 1から 2クラスあり、質の高い教育サービスの提供を目指している。

https://www.unicef.org/egypt/education（参照 2020-12-12） 

https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
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その他同省令では、障害のある生徒が所属するクラスを担当する教員には給与

25％増のインセンティブが提供されること、これらの合理的配慮を受けて卒業し

た生徒の卒業証書には「合理的配慮を受けて卒業した」旨記載されることが明記

されている。どの学校に入学するかは障害者が選択できる。以下のように、障害

種別で入学基準が異なる。 

 

 

障害タイプ 対象 

視覚障害 すべての視覚障害者 

運動機能障害 脳性まひ児はインクルーシブ教育での入学が認められ、

重度の障害は除外される。 

聴覚障害 補聴器等を使って 40dB 未満の軽度難聴者及び聴力レベル

が 70dB以上ではない聴覚障害者。 

精神障害 IQが 65〜84の軽い精神障害は入学可能。自閉症や ADHDな

どの発達障害については、教育・技術教育省の認定医療

機関の決定による。 

複数の機能障害 入学は認められない71。 

2019 省令 3号を発令し、2018年の障害者の権利法を実施するため、軽度機能障害児を

公立学校及び技術学校に統合することとした。聴覚障害児は基礎教育が終了した

のちに公立及び技術学校に統合される。知的障害者は知的障害者のための学校及

びクラスに登録される72。 

2020 特別な支援が必要な子ども達のための 2.0カリキュラム（後述）が発表された。 

出所：JICA（2017a）、政府報告（2020）に基づいて調査チームが作成 

 

(3) 高等教育73 

軽度の障害者の大学への入学が認められているが、実際には障害者のごく一部が大学に

入学しているに過ぎない。また、入学できる学部は芸術学部や文学部に限られている。例

えば、カイロ市にある公立大学のアイン・シャムス（Ain Shams）大学では、障害者は一般

的に芸術学部・法学部・商学部への入学を許可される。全盲の学生については法学部のみ

入学が認められている74。 

国立カイロ大学75や私立アメリカ大学76、公立アイン・シャムス大学には、障害学生支援

センターが設置されており、点字図書の配布や音声読み上げソフトでのサービスなどを提

                                                                 
71 記載内容は、2017年 8月 6日のアラビア語の新聞記事を、オンライン翻訳ツールで翻訳した情報を参照している。

http://www.elbalad.news/2880227（参照 2020-12-12） 
72 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
73 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
74 アイン・シャムス大学ホームページの障害のある学生への支援については以下のサイト参照

http://www.asu.edu.eg/article.php?action=show&id=7692#.WhQP6LT83fY（参照 2020-12-12） 
75 カイロ大学の障害サービスユニットは、「障害チャレンジャーユニット」という名称である。 
76 アメリカ大学 障害サービスについては以下のサイト参照 http://in.aucegypt.edu/student-life/student-well-being/disability-

services（参照 2020-12-12） 

http://www.elbalad.news/2880227
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
http://www.asu.edu.eg/article.php?action=show&id=7692#.WhQP6LT83fY
http://in.aucegypt.edu/student-life/student-well-being/disability-services
http://in.aucegypt.edu/student-life/student-well-being/disability-services
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供している。聴覚障害のある学生を支援するために、大学側の環境整備に取り組んでいる

大学もある77。 

国立大学を管轄する国立大学最高評議会78が、聴覚障害者のエジプトの大学への入学を

許可する決定を 2015年に発令し、カイロ大学では 4名、アイン・シャムス大学 25名、シャ

ルキーヤ（Sharqia）県にある公立ザガジグ（Zagazig）大学 1 名、アレクサンドリア

（Alexandria）大学に 12名が入学した79。 

最近の動向としては、社会連帯省は、障害者を支援するための慈善投資ファンドの創設

者（Nasser Social 銀行の取締役）と、国内で車いすを使う学生が最も多く在籍するアイ

ン・シャムス大学内に設置されている障害学生支援センターと連携し、Ataa プログラムへ

の協力議定書に署名した80。Ataa プログラムは障害学生に対し、さまざまな面で支援を提

供する。アイン・シャムス大学は、障害のある学生たちのために、芸術学部、法学部、コ

ンピューターサイエンス学部内のバリアフリー化を目指している。 

 

(4) 特別な支援が必要な子ども達のための 2.0カリキュラム 

教育・技術教育省は、国連児童基金（United Nations Children's Fund。以下、「UNICEF」）

と在エジプト英国大使館の協力を得て、2020 年 3 月に障害児のための新しい教育システム

を発表した81。この新教育システムの導入は、エジプトで実施中の教育改革「エデュケー

ション2.082」の一環である。新カリキュラムは、4歳から第3学年までの生徒を対象とし、

知的障害者やその他の機能障害に合わせたデジタル学習などを取り入れている。担当教員

はこの新カリキュラムについて既に研修を受講している。リソースルームや通常学校の特

別クラス、特別支援学校などで新カリキュラムが導入される。 

 

(5) 障害児への教科書配布の現状83 

識字障害（ディスレクシア）のある障害児や聴覚障害者には通常の教科書が配布されて

いる。特別支援学校に通う全盲の学生には点字教科書が配布されているが、通常学校に通

う全盲の学生には点字教科書は配布されていない。2017 年 9 月からすべての通常学校の全

盲の学生に点字教科書が配布される予定であったが、配布実績は本調査では確認できな

かった84。 

                                                                 
77 African Disability Rights Yearbook (2014)  
78 大学最高評議会ウェブサイト https://scu.eg//。私立大学については、私立大学最高評議会が管轄する。 
79 政府報告に基づいて記載 
80 https://www.moss.gov.eg/ar-eg/Pages/news-details.aspx?nid=2073（参照 2020-12-12） 
81 https://dailynewsegypt.com/2020/03/10/egypt-launches-2-0-curriculum-for-special-needs-children/（参照 2020-12-12）、 

https://oxfordbusinessgroup.com/overview/forging-ahead-new-reforms-investment-and-initiatives-are-aimed-fixing-ongoing-

problems-and（参照 2020-12-12）、https://www.jica.go.jp/publication/mundi/1904/201904_03_01.html（参照 2020-12-12） 
82 義務教育期間における学校生活を全国的に大幅に改革するためのロードマップであり、記憶法に重きを置いた教育か

ら子ども中心の教育法やコンピテンシーベースの学習、技術の習得に焦点が置かれている。また、小学校 1年生に適用

される新カリキュラムには、学級会、学級指導、日直の三つからなる日本式教育が導入された。 
83 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
84 同上 

https://scu.eg/
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(6) リソースルーム85 

インクルーシブ教育の促進のため、教育・技術教育省によってリソースルームが各学校

に整備されることになっている。UNICEF がこのリソースルームに備え付ける機器の投入

支援をしている。カイロの現地NGOの情報によると、リソースルームにはコンピューター

が 1台程度しかない。国際協力機構（Japan International Cooperation Agengy。以下、「JICA」）

が実施した 2017 年 5 月の聞き取り調査によると、教育・技術教育省は全国に 5,400 室のリ

ソースルームの設置を完了している。 

 

(7) その他 

聴覚障害のある児童・生徒間で使われている手話の差異を排除するため、法定手話辞書

と統一学術手話辞書が発行された。また、エジプト書籍機関（Egyptian General Authority for 

Books）を通して、電子本のオーディオブック化（書籍を朗読したものを録音した音声コ

ンテンツ）に取り組んでいる86。 

 

③ ジェンダーと障害 

ジェンダーと障害に関する下記の取り組みが実施されている。 

(1) 法律上の措置 

・ 2018年の障害法では、男女の差別なく保護することが義務付けられている。 

・ 人民議会法の 2014年第 46号が 2015年第 92号に改定され、その 3条と 5条には、人民

議会員の立候補リスト 15 議席のうち 7 名は女性であること、そのうち 3 名は障害者で

あること、人民議会員 45議席のうち 21 名以上女性がいることなどを規定している。 

・ 2016年の市民サービス法第 46条では、女性障害者の労働時間を 1時間短縮すること、

49条では女性障害者に勤続年数に制限なく 45日間の定期的な年次休暇を与えることが

規定されている。 

・ 議会に占める女性議員の適切な割合が法律の下で確保されている。人民議会では身体

障害のある女性に議席が割り当てられており、また地方議会では議席数の 4 分の 1、

13,000 議席に相当する議席が女性に割り当てられている。 

 

(2) 「国家エジプト女性のエンパワメント戦略 2030（National Strategy for the Empowerment 

of Egyptian Women 2016-203087）」 

2017 年に発表された「国家エジプト女性のエンパワメント戦略 2030」では、女性障害者

が複合的な差別に直面していることが言及されている。戦略策定の際には、全国女性評議

                                                                 
85 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認 
86 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
87 National Council for Women (2017) National Strategy for the Empowerment of Egyptian Women 2030 
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会の地域支所にて、女性障害者代表者とともに特別なワークショップを開催し、女性障害

者のニーズや社会参加を阻む壁について詳細な調査が実施された。国連女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関する条約（Convention on the Elimination of all Forms of 

Discrimination against Women。以下、「CEDAW」）委員会への政府報告によると、同国家戦

略では 1）政治的エンパワメント、2）経済的エンパワメント、3）社会的エンパワメント、

4）プロテクション、といった 4つのテーマが掲げられている。また、特に農村地域に住む

女性、貧困女性、女性世帯主、高齢者、及び女性障害者を最もニーズの高いグループとし

て取り上げている。 

 

(3) 具体的な取り組み 

・ NCPD が設立され、女性を含む障害者のエンパワメントに力を入れている。2015 年に

は複数の県において女性を含む障害者を対象に、議会選挙に障害者が立候補すること

の重要性についての意識向上セミナーが開催された。 

・ 2016年には国際労働機関（International Labour Organization。以下、「ILO」）と連携し、

労働市場で女性障害者のエンパワメントに関する研修コースが立ち上げられた。また、

聴覚障害分野の組織と連携を取り、就労に繋げる取り組みが行われた。 

・ 全国女性評議会と連携して、障害のある女性と女児に対するあらゆる暴力に対応する

戦略が準備された。 

・ 情報通信省は南シナイ県（South Sinai）と協力して障害者へのサービスを提供してお

り、シャルムエルシェイク（Sharm el-Sheikh）青年センターの統合地域センターやア

ルトゥール市（Arthur）の女性エンパワメントセンターなど、女性障害者のエンパワ

メントのための地域センターを開設した。 

・ 視覚障害のある女性と知的障害のある女性がテレビ番組に出演した。2018 年 12 月 12

日のウェブ記事によると、ダウン症の女性が、エジプトで初めて毎週のテレビ番組に

プレゼンターとして出演した88。 

 

(4) CEDAW に関する権利委員会のコメント 

CEDAW 委員会は、2010 年 2 月 3 日にエジプトへの総括所見を発表し、女性障害者に関

する統計などの情報が非常に限られていること、また、障害のある女性や女児が、特に教

育、雇用、ヘルスケア、暴力、司法へのアクセスにおいて複合差別に直面していることを

懸念事項として挙げた89。また、CEDAW 委員会が 2020 年 11 月 13 日に発表したエジプト

政府への事前質問事項（List of Issues）では、特に不利な立場にある女性（庇護希望者、難

                                                                 
88 https://en.amwalalghad.com/first-ever-tv-presenter-with-downs-syndrome-takes-to-egyptian-screens/（参照 2020-12-12） 
89http://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2fPPRiCAqhKb7yhssmw5jHDQuNBd%2bTWAIG8TlGI
avwOKsw7LRXOCA99TlAeuX0skAl25EB7vBTTFF2lAICEF5Gi%2fUriX9MkkIX%2fVj8IDynMML%2bKqiD%2fHkVw0yts

（参照 2020-12-12） 

https://en.amwalalghad.com/first-ever-tv-presenter-with-downs-syndrome-takes-to-egyptian-screens/
http://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2fPPRiCAqhKb7yhssmw5jHDQuNBd%2bTWAIG8TlGIavwOKsw7LRXOCA99TlAeuX0skAl25EB7vBTTFF2lAICEF5Gi%2fUriX9MkkIX%2fVj8IDynMML%2bKqiD%2fHkVw0yts
http://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2fPPRiCAqhKb7yhssmw5jHDQuNBd%2bTWAIG8TlGIavwOKsw7LRXOCA99TlAeuX0skAl25EB7vBTTFF2lAICEF5Gi%2fUriX9MkkIX%2fVj8IDynMML%2bKqiD%2fHkVw0yts
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民、移民女性（特に、記録にない移民女性90）、女性障害者）に対する教育、健康、基本的

なサービス、住宅、食料、雇用、身元確認カードへのアクセスを確保するための措置に関

連した具体的な情報を提示することが求められている91。 

 

④ 訓練・雇用・就労支援 

(1) 法律上の措置 

訓練・雇用・就労支援に関する以下の法律上の措置が取られている。 

・ 憲法第 12 条から第 14 条において国民の平等な雇用機会が保障されている。 

・ 障害者の権利法第 20条では、障害者が非障害者と平等に働く権利を保障している。 

・ 1975 年に障害者のリハビリテーションに関する法律の下で、50 名以上の従業員を雇

用する県の行政機関はその 5％を障害者に割り当てることを定める障害者雇用率制度

を規定している。障害者の権利法第 22 条では、20 名以上の公的機関へと変更になっ

た。法に従わない企業は一人あたり 100ポンド（約 667円）の罰金が課される。企業

の監督は労働力省の雇用局が担っている。 

・ 障害者の権利法第 53条から 63条では、労働場所に関する合理的配慮、平等な賃金、

柔軟な労働時間制度が義務付けられている。 

・ 2016 年市民サービス法第 81 号の 46 条では、障害のある労働者の労働時間を 1 時間

減らすことが規定されている。また同法の 13 条では、当事者からの要求により、健

康状態に応じて、住居から最短距離の職場へ移る権利が明記されている92。 

・ 1996 年の児童法第 12 号及び 2003 年の労働法第 12 号では、女性障害者と障害児が各

法律で規定されている労働時間、保育園の利用、出産休暇の取得を保障している。 

 

(2) 具体的な取り組み 

・ 政府報告によると、2016 年半ばまでに 4 万人の障害者が政府機関で雇用された。雇

用促進のため、政府は障害者への研修機会を提供している。 

・ 社会連帯省とすべての関連機関及び民間部門が協力し、障害者の雇用を促進する全

国的イニシアチブが 2019 年に開始された。関連の新聞記事によると、2019 年の 8 月

にはエジプト銀行インスティチュート（Egyptian Banking Institute: EBI）を戦略的パー

トナーに迎え、非政府組織の Helm と Shaghalni が社会連帯省の監督下でジョブフェ

アを開催するなどの活動を実施している。ジョブフェアでは、1,000 人以上の障害者

と国際企業 25 社による採用成立を試みた93。 

・ 労働力省は財政基金との協定により、プロジェクト「あなたとともに、エジプトは

                                                                 
90 事前質問事項（List of Issues）では、移民登録や住民登録など何の記録かの明記はない。 
91 https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CEDAW%2fC%2fEGY%2fQ%2f8-

10&Lang=en（参照 2020-12-12） 
92 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-12-12） 
93 http://globalaccessibilitynews.com/2019/10/22/egypt-launches-initiative-to-employ-persons-with-disabilities/（参照 2020-12-12） 

https://dailynewsegypt.com/2019/08/06/azm-forum-promotes-labour-market-inclusion-of-people-with-disabilities/（参照 2020-12-12） 

https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CEDAW%2fC%2fEGY%2fQ%2f8-10&Lang=en
https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CEDAW%2fC%2fEGY%2fQ%2f8-10&Lang=en
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
http://globalaccessibilitynews.com/2019/10/22/egypt-launches-initiative-to-employ-persons-with-disabilities/
https://dailynewsegypt.com/2019/08/06/azm-forum-promotes-labour-market-inclusion-of-people-with-disabilities/


 
 
 
 

国別障害関連情報 エジプト・アラブ共和国 

25 

もっと美しい（With you Egypt is more beautiful）」94を実施している。同プロジェクト

は、障害者に対し仕事の重要性や労働関連法の周知、困難の克服法、小規模ビジネ

スの起業方法に関する研修を実施している。 

・ 「開発のための社会基金95（Social Fund for Development。以下、「SFD」）」は障害者が

小規模ビジネスを開始するための融資をしている。 

・ 情報通信省が防衛省と連携し、400 人の障害者に対して、事務職、データ入力、テレ

マーケティングなどコミュニケーションと情報技術分野の職業に関する研修を実施

した。Misr El-Kheir 基金が 1年間の給料を負担している。  

・ 2017 年に NCDA（現 NCPD）は、障害者の権利に関する警察官への啓発トレーニン

グの取り組みについて内務省と協力することに合意した。この取り組みには、啓発

用のパンフレットなどの印刷物の配布、マニュアルの作成なども含まれている96。 

・ 2017 年に、障害者の法定雇用率を満たすために企業や障害者を支援するプロジェク

ト（実施機関は NGO の Helm）が、ウィーンを拠点とした障害分野の政策を促進す

る国際機関ゼロ・プロジェクト（Zero Project）による国際賞を受賞した97。支援内容

は、障害者を対象としたキャリアゴールの設定支援、研修機会の提供、個人の能力

に沿ったジョブマッチングサービス、職場での実務を通じて行う従業員の教育訓練

であり、雇用者と労働者への定期的なフォローアップも実施している。このプロ

ジェクトの受益者である障害者及び企業数は、2014 年は障害者 300 人と 15 社、2015

年は障害者 1,500 人と 150社、2016年には障害者 1,000人と 220 社に達した98。 

 

⑤ 社会保障を含む障害者への社会サービス 

(1) エジプトの社会保障制度 

 エジプトの社会保障制度は、医療保険、年金保険、社会扶助の 3つで構成されている99。

1975年に制定された公務員、公共企業労働者、民間企業労働者を対象とする 1975年法律第

79 号が最も大規模かつ基本的な枠組みとなっている。適用範囲は老齢、障害、死亡、災害、

出産などである。社会保障制度における障害者の対象範囲に関しては、政府報告では言及

されていない100。 

                                                                 
94 同プロジェクトは 2つのフェーズに分けて実施されており、フェーズ 1では 6県（アレクサンドリア、シャルキー

ヤ、ダカリーヤ、ベニスエフ、アシュート、アスワン）、フェーズ 2では残りの県を対象としている。 
95 SFDは 1991年に大統領令 189号により設立され、国連開発計画（United Nations Development Programme。以下、

「UNDP」）の支援を受けている。 
96 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-12-12） 
97 ゼロ・プロジェクトは、障害者権利条約の原則と目標に基づき、障壁のない世界を目指して活動することを目的とし

ている。障害分野で障害者と社会の間の障壁を取り除くことに成功した最も革新的な取り組みや政策を 20件選び、毎

表彰している。4年毎にコンテストのテーマが変わる。https://zeroproject.org/（参照 2020-12-12） 
98 https://zeroproject.org/practice/egypt-helm-foundation/（参照 2020-12-12） 
99 https://www.jstage.jst.go.jp/article/merev/advpub/0/advpub_Vol.7_J-Art02/_pdf/-char/ja（参照 2020-12-12） 
100 エジプト政府は、CEDAW委員会に対して 2020年 2月に政府報告を提出している。報告書の中の、女性障害者に関

して報告する箇所では、「2017年の女性の社会保険への加入は 60.6％であり、健康保険への加入は 57％」と女性の一般

的なカバレッジには言及しているが、女性障害者のカバレッジには言及していない。 

http://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2fPPRiCAqhKb7yhssmw5jHDQuNBd%2bTWAIG8TlFF3

rU0Vp7Rhtzws3zJ0%2bbAUwYlUtW4kY9lpasAvYbr9NP5sQpSvH0bI1W6j4Q%2bTOpwy7B3g13USecqzSlynS%2bI  

https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
https://zeroproject.org/practice/egypt-helm-foundation/
http://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2fPPRiCAqhKb7yhssmw5jHDQuNBd%2bTWAIG8TlFF3rU0Vp7Rhtzws3zJ0%2bbAUwYlUtW4kY9lpasAvYbr9NP5sQpSvH0bI1W6j4Q%2bTOpwy7B3g13USecqzSlynS%2bI
http://docstore.ohchr.org/SelfServices/FilesHandler.ashx?enc=6QkG1d%2fPPRiCAqhKb7yhssmw5jHDQuNBd%2bTWAIG8TlFF3rU0Vp7Rhtzws3zJ0%2bbAUwYlUtW4kY9lpasAvYbr9NP5sQpSvH0bI1W6j4Q%2bTOpwy7B3g13USecqzSlynS%2bI
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(2) 障害者への社会保障制度 

 憲法第 7 条では、エジプト国民の社会保険または障害、老齢、または失業の場合の社会

保障を義務付けている。 

 障害者の権利法の第 4 条では、県に対し、障害者があらゆる面で適切な生活を送るため

に、可能な限り最高レベルの食品、住居、医療、社会的及び心理的ケアを障害者に提供す

ることを義務付けている。 

 

(3) 障害者への医療保険 

 エジプト政府は、2017年 12 月に社会保険法101（Social Health Insurance Law No.2 of 2018）

を成立させ、2032 年までに徐々に国民皆保険を達成する努力をしている。同保険法では、

保険の適用対象者が 6 歳未満の子どもにも拡大され、以前は保険システムに含まれていな

かった障害児が保健医療にアクセスできるようになった。健康保険の適用範囲には、精神

病（うつ病や躁鬱病など）も含まれている102。 

WHO によると、エジプトの医療システムは世帯の自己負担に大きく頼っている103。国

家医療支出データによると、医療支出の 59%が世帯の自己負担額、32%が政府負担額、残

りが市民社会やその他組織の負担額となっている。主な公的な保険者である健康保険機構

は、人口の 59%をカバーしているが、障害者の大部分が健康保険システムには含まれてい

ないと見られている104。 

2013 年に人工内耳移植を受けるための健康保険の貢献限度額が、患者 1 人につき 9 万ポ

ンド（約 60 万円）まで引き上げられた結果、1,158 ケースの人工内耳移植が実施された105。 

 

(4) 障害年金 

2000年の社会保障法（Social Security Act）第 87 号では、障害者が社会連帯省による社会

保障制度を享受することを保障している。同法の第 30条によると、障害者は「夫や妻がお

らず、病気や事故、あるいは先天的などの理由で生計が立てられないすべての 65 歳未満の

人」と定義されている。障害者は毎月年金を受給することができ、そのためには医療検査

を受け、障害が理由で働けないことを証明する必要がある。 

 

(5) 現金給付 

障害者の権利法第 25 条は、2010 年法律第 137 号により公布された社会保障法の規定に

沿って、障害者に対し国庫負担で月額給付を与えることを義務付けている。障害者本人だ

けでなく、その配偶者、両親、子ども、兄弟姉妹が、雇用の有無に関わらず受給する権利

                                                                 
101 同法は 2018年 7月 12日に発効。 
102 WHO (2017)  
103 https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/311781/WHO-UHC-HGF-HF-CaseStudy-19.13-eng.pdf?ua=1（参照 2020-12-12） 
104https://www.researchgate.net/publication/322889459_Responding_to_the_World_Health_Organization_Global_Disability_Action_

Plan_in_Egypt_A_Technical_Consultancy_to_develop_a_National_Disability_Health_and_Rehabilitation_Plan（参照 2020-12-12） 
105 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-12-12） 

https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/311781/WHO-UHC-HGF-HF-CaseStudy-19.13-eng.pdf?ua=1
https://www.researchgate.net/publication/322889459_Responding_to_the_World_Health_Organization_Global_Disability_Action_Plan_in_Egypt_A_Technical_Consultancy_to_develop_a_National_Disability_Health_and_Rehabilitation_Plan
https://www.researchgate.net/publication/322889459_Responding_to_the_World_Health_Organization_Global_Disability_Action_Plan_in_Egypt_A_Technical_Consultancy_to_develop_a_National_Disability_Health_and_Rehabilitation_Plan
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
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がある。2008 年の社会連帯令第 29 号では、知的障害児の家族に毎月現金を給付する決定

が下された。 

CAPMAS が最低貧困ラインをレビューしており、2017/2018 年の貧困ラインは 8,827 ポン

ド（約 5.9 万円、月 735.5 ポンド（約 4,910 円））となっている。また、同年の世帯平均年

収は 5.8 万ポンド（約 38.6 万円）であった。なお、極度の貧困に瀕している国民数（2018

年）は 32.5%であり、2015 年の 27.8%から上昇している。 

社会連帯省は、健康、教育、食料、雇用などへのアクセスを強化するため、世界銀行の

財政援助で「タカフル・カラマ（Takaful and Karama 連帯と尊厳）現金給付プログラム」

を 2015 年に開始した。タカフル条件付き現金給付プログラムは 18 歳以下の子どものいる

家族を対象としており、カラマ無条件現金給付プログラムは働けない障害者や 65 歳以上

の高齢者や孤児などが対象となる。カラマ無条件現金給付の対象者となるには、医療委員

会の検査が必要である106。 

世界銀行によると、カラマ無条件現金給付の支給額は、高齢者や障害者には毎月 450 ポ

ンド（約 3,000 円）、孤児には毎月 350 ポンド（約 2,340 円）である107。2018 年のカラマプ

ログラムの受給者数は約 130 万 568人で、そのうち障害者の受給者数は 25万 2,338人と全

受給者数の 20％となっている。 

 

(6) 障害者に関する割引・減免制度及び福祉サービス 

分野ごとに、障害者に関する割引・減免制度及び福祉措置を表 6 に整理する。 

 

⑥ バリアフリーなまちづくり、防災計画における障害関連の取り組み 

・バリアフリー 

(1) アクセシビリティ規定 

障害者権利法の 29 条から 31 条及び 33条でバリアフリーに関して規定されている。また、

デザインと建物建築に関するエジプト規約（The Egyptian Code for the Design and 

Construction of Buildings）には、障害者への配慮や障害者の利用促進に必要なガイドライン

がある108。デザインと建物建築に関するエジプト規約の詳細な情報（スロープの幅や長さ

や勾配など）については、2017 年に実施された施設等の利用の容易さの状況を調査した論

文に記述されている109。 

表 6 障害者に関する割引・減免制度及び福祉サービス 

 内容 

経済的支援 社会連帯省は SDF と連携し、障害者や貧困状態にある労働生産

性が低く貧困状態にある家族が制作した作品110の展示会を開催
                                                                 
106 UNESCWA (2017) Strengthening Social Protection for Persons with Disabilities in Arab Countries 
107 https://www.worldbank.org/en/news/feature/2018/11/15/the-story-of-takaful-and-karama-cash-transfer-program（参照 2020-12-12） 
108 同上 
109 Menna Allah Mounir, Asmaa Nasr El-Dien, Lamis El-Gezawy (2017) Toward Inclusive Design Applications in Recreational 
Spaces for People with Disabilities in Egypt 
110 政府報告には何の作品かなど（芸術作品など）の明記なし 

https://www.worldbank.org/en/news/feature/2018/11/15/the-story-of-takaful-and-karama-cash-transfer-program
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し、経済的支援の一端としている。 

公共交通機関旅客運賃

割引 

障害者には、公共交通機関の旅客運賃について 50％の割引が適

用される111。場合によっては無料である112。 

関税免除 2002年の団体法第 84号（Association Act）では、障害者のた

めの輸入機器に対しては障害の種類に関係なく関税が免除され

ることが規定されている。 

自動車税免除 機能障害の種類に関係なく、自動車税が免除される113。 

公営住宅の優遇制度 住宅省は、公営住宅の国家プロジェクトにおいて、住宅の 5％

を障害者に供給する予定である114。政府報告時点（2020 年）で

条件を満たす障害者 3,281 人に対し 1,951 戸の住宅が供給さ

れ、残りの障害者についても措置が取られる予定である115。 

銀行機関での優遇 障害者は銀行から融資を受けることが可能である116。 

障害児の保育園の無料

化 

社会連帯省は障害児のための保育園を無料で提供している。保

育園では理学療法を受けることができる117。2018 年には全国で

109の保育園で理学療法が提供された。 

障害児のケアと保護の

ための電話相談サービ

スの提供 

障害児のケアと保護のための電話相談サービス（ホットライ

ン）を全国的に設置した。既存のサービスに関する情報を提供

し、障害児とその家族を支援することが目的である。障害分野

の問題に関して認識を高めるため、家族カウンセリングを提供

する電話サービスも設置された。 

出所：政府報告（2020）に基づいて調査チームが作成 

 

(2) 物理的バリアフリーに関する取り組み 

政府報告では主に以下の点が報告されている。 

・ 2018 年に運輸省は、障害者の移動の円滑化と社会参加を促進するため、技術企業連合

（Engineers Syndicate）とともに、デザインと建物建築に関するエジプト規約の実施に

関する協力議定書に署名した。具体的には、道路のバリアフリー化、階段横のスロー

プやエレベーター設置による車いす移動の円滑化、鉄道の駅における車いすの設置、

裁判所のバリアフリー化だけでなく、聴覚障害者との意思疎通を促進するためのス

タッフの手話研修などの活動の実施が予定されている118。 

・ 内務省の刑務所当局（Prisons Authority）は、障害のある囚人に配慮し、車いすや義足

の支給、障害者専用の監房の提供、障害者を移送できる車の手配、警察署のバリアフ

                                                                 
111 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
112  UNESCWA (2017)  
113 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 

114 アクセス可能な住宅地として、カイロ、アレクサンドリア、イスマイリア、キナの 4県が予定されている。

https://www.egypttoday.com/Article/1/43732/Deep-look-on-people-challenged-with-disabilities-in-Egypt（参照 2020-12-12） 
115 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
116 政府報告では詳細な説明はない。以下は関連記事 https://www.axa.com/en/magazine/in-egypt-strategic-partnerships-to-

expand-inclusive-insurance（参照 2020-12-12） 
117 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-

12-12） 
118 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-12-12） 

https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
https://www.egypttoday.com/Article/1/43732/Deep-look-on-people-challenged-with-disabilities-in-Egypt
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
https://www.axa.com/en/magazine/in-egypt-strategic-partnerships-to-expand-inclusive-insurance
https://www.axa.com/en/magazine/in-egypt-strategic-partnerships-to-expand-inclusive-insurance
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
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リー化に取り組んでいる。 

・ ILO や UNDP、エジプト情報通信省、観光省などが連携して、ユニバーサル・ツーリ

ズム（Accessible Tourism）を 2015 年から促進している。2016 年には、ILO カイロ事務

所が、エジプト観光省、エジプトホテル協会、紅海県（またはバフル・アル＝アフマ

ル県（Bahr et Ahmar））、ユニバーサル・ツーリズム欧州ネットワーク（European 

Network for Accessible Tourism）と協力して、ユニバーサル・ツーリズム・コンテスト 

2016（Accessible Tourism Competition）をカイロで開催した119。 

・ 2014年に、アラブ首長国連邦から 10台のバリアフリー対応バスが無償で提供された。 

(3) 情報保障に関する取り組み 

政府報告で報告されている取り組みを以下に示す。なお、戦略番号は、本報告書「2-1. 

障害関連行政制度」で既述した情報通信省による「ICT4PWDs」戦略に沿っている。 

 

戦略 1「情報と知識への

アクセスの支援及び個人

の交流とコミュニケー

ションの促進」 

・ 手話通訳付きのテレビニュース番組もある。また障害者の

生活に関連する啓発番組もある120。 

・ ウェブアクセシビリティ（スクリーンリーダーでの画面読

み上げ）の提供 

戦略 2「教育と保健分野

の均等な機会の促進」  

・ 2030 年までに国内 3,000 校（特別支援学校 800 校、通常学

校 2,200 校）の ICT インフラ拡充を目指しており、2020 年

12 月時点までに 600校の ICT インフラ拡充を終えた121。 

・ 3 万人の教員に対する支援機器の活用に関するトレーニン

グの実施を目指しており、2020 年 12 月時点までに 2 万

8,000 人への研修を終えた122 

・ 統合地域センター200 箇所の準備を目指し、そのうち 56 箇

所の準備が完了している。 

・ 保健分野では、障害者や他の貧困地域や疎外された地域に

住む人々への支援として、100 の遠隔医療ユニットの導入

を目指している。 

戦略 3「より良い雇用機

会を得るためのリハビ

リ」 

障害者の雇用促進のためにデータ入力や事務仕事に関する研

修の活動を実施している。 

 

 

                                                                 
119 https://www.accessibletourism.org/?i=enat.en.news.1918（参照 2020-12-12） 
120 https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons（参照 2020-12-12） 
121 同上 
122 同上 

https://www.egypttoday.com/Article/1/94949/Egypt-reviews-national-efforts-to-promote-protect-rights-of-Persons
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戦略 6「研究・開発・革

新の促進」 

・ 2018 年の 7 月には、情報技術分野の障害者の能力強化や

支援機器の開発の促進を支援するため、大統領が障害者

のための国家情報技術アカデミーを設立した。 

・ 2012 年より、障害者のためのソフトウェアや携帯電話ア

プリケーションの開発を促すことを目的とした技術コン

テストである Tamkeen Competitionを毎年 10月に開催して

いる123。アラビア語の言語環境を備えた支援機器の開発

に力を入れるように大統領から指示を受けている。これ

までに、教育分野で使う手話の統一デジタル辞書、聴覚

障害者のためのアラビアのテキストを手話に変換するア

プリケーションなどが開発された。 

戦略 7「地域・国際協力

の活発化」 

「インクルージョン、エンパワメント、参加」をテーマに障

害分野の ICT に関する国際会議と展示会を毎年開催している
124。 

(4) 手話通訳者 

エジプト国内の手話通訳者は 100 人以下で、そのうち、プロとして活躍できる通訳者は

10％未満と推定される125。 

 

・防災計画 

エジプトの自然災害には、地中海の水位の上昇と洪水による土壌の塩害と浸水がある。

それらの被害によってナイルデルタ126の農業生産が不可能となり、食料の安全保障が脅か

され、また、多くの避難者が出る127。このような状況に対し、エジプト政府は 2017 年に仙

台防災枠組みに沿った「国家災害リスク管理戦略 2030（2017-2030）」を策定した128。エジ

プト政府が発表した同戦略の英語版では、障害（disability）という言葉は使われていない

が、「特別なニーズのある人（people with special needs）」あるいは「脆弱なグループ

（vulnerable groups）」という表現を用いている129。「特別なニーズのある人」や「脆弱なグ

ループ」に対する明確な定義はない。 

障害者の権利法では、防災に関して障害者をあらゆる危険から保護する対策を講じるこ

とを国家に義務付けている。 

エジプトの内閣府情報政策決定支援センター内に設置された国家危機災害管理委員会は、

建物の避難計画を作成したり、障害者への対応に必要な要素を危機や災害に立ち向かうた

めの計画や戦略に含めたり、関連するキャンペーンを実施するなど、危険及び災害時にお

                                                                 
123タムキン・コンテストに関する詳細情報  

http://www.itu.int/net4/wsis/stocktaking/projects/FileManager/DownloadProjectFile?fileId=f12a3da2-8323-4bc9-ba8a-

172f744387d3（参照 2020-12-12） 
124 国際会議は 2012年に始まり、2018年には 7回目の会議が開催された。https://www.egypttoday.com/Article/1/54957/Sisi-

inaugurates-7th-annual-ICT4PwDs-2018-Conference（参照 2020-12-12） 
125 Permanent Mission of the Arab Republic of Egypt (2016) Questionnaire on the Provision of Support to Persons with Disabilities 
126 ナイルデルタとは、エジプト北部のナイル川河口にある三角州（デルタ）地帯のこと。 
127 Yonetani Michelle (2018) Mapping the baseline – To what extent are displacement and other forms of human mobility integrated 

in national and regional disaster risk reduction strategies? 
128 Cabinet of Egypt (2017) National Strategy for Disaster Risk Reduction 2030 
129 Ibid (2017)  

http://www.itu.int/net4/wsis/stocktaking/projects/FileManager/DownloadProjectFile?fileId=f12a3da2-8323-4bc9-ba8a-172f744387d3
http://www.itu.int/net4/wsis/stocktaking/projects/FileManager/DownloadProjectFile?fileId=f12a3da2-8323-4bc9-ba8a-172f744387d3
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ける障害者の保護及び救助の促進に新たに取り組んでいる。県で実施された防災訓練には

障害者も参加した。 

社会連帯省は、緊急時の財政支援や、自然災害時に被害を受けた最も脆弱なグループに

対して、リハビリテーションサービスや支援機器及び物的支援を提供している。また、被

害を受けた人々の心理的支援を迅速に行うため、心理的支援チームの訓練にも取り組んで

いる。 

エジプトの民間企業「Global Geobits」による、最も脆弱なグループの巻き込みを促進し

た「地域ビルダー（Community Builders）」の活動が、災害リスクの削減に向けた包摂的で

持続性のある活動を讃える 2019 年の笹川賞にノミネートされた130。この活動は、イスマイ

リア市とその地元住民に対して、研修や啓発ワークショップなどを通じて、災害リスクに

関する認識や理解を広げるための地域に根ざした活動である。 

国連防災機関は、仙台防災枠組みに基づくオンライン情報開示ツール「仙台枠組みモニ

ター（Sendai Framework Monitor）131」を 2018年に公開した132。このツールを活用するため

の研修がカイロで開催され、研修プログラムには障害に関連した内容も含まれている。エ

ジプト政府に対して障害に関する勉強会を開催しているが、実際の取り組み内容について

は不明である。 

 

⑦ 障害と開発分野の国際協力実績 

日本政府133 【技術協力プロジェクト：障害に特化した取り組み】 

・地域開発活動としての障害者支援プロジェクト（2006） 

・情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロ

ジェクト（2019～2021） 

【技術協力プロジェクト：障害主流化を組み込んだ取り組み】 

・機械整備の職業訓練センター設立 （1977～1982) 

【専門家派遣】 

・障害者リハビリ対策プログラム（2000） 

・障害者リハビリテーション（2002） 

 

 

 

 

 

 

                                                                 
130 https://www.unisdr.org/conference/2019/globalplatform/programme/sasakawa-awards.html（参照 2020-12-08） 
131 https://sendaimonitor.undrr.org/analytics/global-targets/13（参照 2020-12-12）このツールには、国連加盟国の死亡者、被

災者数、経済的損失、重要インフラの損害、防災戦略採用国数の 5つの情報が掲載されている。また、同枠組みの達成

度を測るために 38の指標が設定されている。 
132 https://www.undrr.org/news/un-launches-effort-collect-data-disaster-losses（参照 2020-12-12） 
133 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査、JICA（2017b）「障害と開発への取り組み」（パンフレット）、内閣府（2019）「障害者白書」、内

閣府（2020）「障害者白書」、在エジプト日本国大使館の草の根無償資金協力実績 
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 【研修員受入】 

・地域別研修「中東地域 CBR 事業促進」 （2009） 

・地域に根ざした就労支援による障害者の経済的エンパワメント

（2009～2014） 

・共生社会実現のためのアクセシビリティの改善 -バリアフリー化の

推進-（2016～2017） 

・国別研修「情報アクセシビリティ改善のための実践」（2019） 

【その他研修（フォローアップ協力の枠組み）】 

・障害平等研修（Disability Equality Training。以下、「DET」）ファシ

リテーター養成講座（2016 年 1月 10 日〜24 日、開催地カイロ）  

・ジョブコーチ導入セミナー - 障害者の社会参画促進·職場定着に向

けて（2017年 8月 8 日、開催地カイロ） 

【草の根無償資金協力】 

・2020年 12 月時点までに合計 31件の草の根無償資金協力を供与 。 

【ボランティア事業】 

・2011年度までに社会連帯省が管轄する福祉施設などに心身障害者

支援に関する青年海外協力隊を合計 8名派遣。 

【民間連携】 

・読書障害者用アクセシブルな情報システム（Digital Accessible 

Information System ：DAISY。以下、「DAISY」）図書製作ソフトウェ

ア普及促進事業（2018） 

他ドナー ＜国際機関＞ 

【世界銀行】 

・高齢者及び障害者を対象者に含む社会セーフティネット強化プロ

ジェクト（第 2 章 2-4 ⑤「社会保障を含む障害者への社会サービス」

参照） 

・国民皆保険システムの強化に 4億米ドル（約 416 億円）の支援 。 

【UNICEF】 

・インクルーシブ教育における包括的モデル構築プロジェクト

（2010 - 2016）。情報通信省と教育・技術教育省と連携。 

・インクルーシブ教育への支援合意書を署名 （2018） 

・障害児のための新教育システムへの支援 （第 2 章 2-4 ②「教育」

参照）在エジプト英国大使館が協力。 

【ILO/UNDP】 

・職業訓練・就労分野におけるプロジェクト：「障害者の権利促進を

目的とした国連パートナーシップ（United Nations Partnership to 

Promote the Rights of Persons with Disabilities：UNPRPD）として実施 

（2014 - 2020）。企業など組織の能力向上及び ICT 活用を通じた障害

者の労働市場へのインクルージョン促進。 

・ユニバーサル・ツーリズム（Accessible Tourism）プロジェクト

（2015〜）（第 2章 2—4 ⑥「バリアフリーなまちづくり」参照）。カ

ナダ政府が財政支援。エジプト情報通信省、観光省などと連携。 
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 【UNDP】 

・SFD の能力強化プロジェクトのフェーズ 4（2008 - 2020） （社会

保障分野）。フェーズ 4 の目的は、効果的なインクルーシブ開発を実

現するための SFD の能力強化。 

【ITU（国際電気通信連合）】 

・障害者のための ICT を活用した支援機器に関する地域センターの

設立支援 。同センターの目的は、①障害者に使い易い ICT に関する

政府や関連者へのアドバイス提供、②アラビア語の ICT 支援機器開

発、③障害者に使い易い ICT 支援機器開発に向けた開発者の能力強

化。 

・障害者の教育分野における ICT 導入支援 

【欧州連合（European Union：EU。以下、「EU」）】 

・障害者を支援するためアラブと EU 間協力に関するヴァレッタ宣言

（Valleta declaration supporting persons with disabilities）に署名

（2019） 。 

・障害者の能力向上に関連するプロジェクト（2020 年 - 5年間）  

・欧州連合と UNDP が、義足センターの設立を支援。 

【Universal Health Coverage（以下、「UHC」）パートナーシップ】 

・保健・人口省の能力強化 。UHC パートナーシップのメンバーは、

WHO、アイルランド政府、イギリス政府、ルクセンブルグ政府、フ

ランス政府、日本政府、ベルギー政府。 

 ＜国際 NGO＞ 

【Humanity & Inclusion（以下、「H&I」）134】 

・障害の早期発見 

・雇用へのアクセスと若年障害者の社会包摂 

・脆弱な女性の経済活動への参画 

・生計（livelihood）への障害者の包摂に向けた地域対話の推進 

・CBR 

・障害者と DPOs の組織化に向けた能力強化やエンパワメント活動 

・ドイツ国際協力公社（GIZ）とルクセンブルグ政府が財政支援。 

【カリタス135 SETI（Caritas SETI（Support, Education, Training for 

Inclusion））】 

・施設職員へのトレーニング、リハビリテーション、インクルーシ

ブ教育136、CBR プロジェクトの実施、啓発活動、政府や NGO 及び国

際機関との連携。カリタス SETIセンターの障害者の雇用プロジェク

トは、ウィーンを拠点とした障害分野の政策を促進する国際機関

「ゼロ・プロジェクト」から 2017 年に表彰された137。 

【プラン・インターナショナル（Plan International）138】 

・1981 年よりエジプトで活動を開始した。 

・障害児や障害者への否定的な態度を変えるための啓発活動139 

                                                                 
134 H&I（2019）Annual Country Report 2019  
135 カリタスはドイツで 1897年に設立された。1951年には国際カリタスが設立され、現在の世界各地のメンバー数は

160カ国以上。本部はイタリアのローマにある。皮膚の色、人種、宗教に対する差別のない開発を使命としている。 
136 Ashley Parnell（年不明） 
137 https://zeroproject.org/practice/egypt-seti-centre-caritas/（参照 2020-12-12） 
138 プラン・インターナショナルは 1937年にスペインで設立。子どもの権利を推進し、貧困や差別のない社会を実現す

るために世界 70カ国以上で活動している。 
139 https://plan-international.org/eu/case-study-inclusive-environment-children-disabilities-egypt（参照 2020-12-12） 

https://plan-international.org/eu/case-study-inclusive-environment-children-disabilities-egypt
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 【Terre des Hommes】 

・上エジプト で CBR プロジェクトの実施（H&Iと連携） 

・法務省、NCPD、UNICEFなどとともに障害児の刑事司法上の権利

に関するセミナーを開催（2019年 10 月）。 

【Diakonia】 

スウェーデンの開発支援団体。最も脆弱なグループ（女性、危機に

直面している若年者と子ども、障害者）の支援を実施している 。 

＜地域 NGO＞ 

【障害者のためのアラブ団体 （Arab Organization of Persons with 

Disabilities。以下、「AOPD」）】 

2017年 11月 26 日から 30日まで障害に関する北アフリカ地域ワーク

ショップを開催した。 

・CRPD と SDGsに関する地域研修を開催（2018 年 12 月）140。国際

障害同盟（International Disability Alliance: IDA）が支援。 

 

２－５．地域に根ざしたリハビリテーション/インクルーシブ開発の状況 

 エジプト政府が 2001 年に CBR による障害者サービスを強化する方針を打ち出した。そ

れ以降、社会連帯省が各県へ CBR を導入し、保健・人口省がヘルスユニットによる早期発

見、早期療育を担当する形でCBRが推進されてきた141。CBR事業は主に社会連帯省の監督

下で NGO が実施しているものの、実施主体である NGO 自体の財政的問題や受け皿の弱さ

が原因で苦戦している142。CBR アフリカネットワークの「CBR アフリカ名簿（CBR 

Directory of Africa）」によると、エジプトでは 22の団体がネットワークに参加している143。 

 2017 年 11 月時点では、保健・人口省は、NGO の活動は持続性及び自立発展性に欠ける

ため、保健・人口省傘下の施設としてエジプト全土に約 5,000 箇所設置されているプライ

マリー・ヘルスケアセンターを活用した CBR の展開を目指したいと考えていた144。その後

の発展については、今回のオンライン文献調査やアンケート調査では確認できなかった。 

 障害と開発分野に特化した活動を実施する国際NGOのCBM145（前Christian Blind Mission）

が、CBR と地域に根ざしたインクルーシブ開発（Community based Inclusive Development。

以下、「CBID」）活動の現状についてエジプトの 5 カ所で調査を実施した146。その調査結果

によると、CBID 実施面での課題として、CBR 概念に関する理解が障害者に足りないこと、

DPOs の活動と CBR プログラムとの連携が十分に取れていないこと、障害分野で働く地元

                                                                 
140 https://www.internationaldisabilityalliance.org/bridge-mena-dec2018?fbclid=IwAR3PDiG-

odXMkKQ70gCEBGauMsJsLHBdPbOYM1lnLG70qxNinPqPBYY1kAk（参照 2020-12-12） 
141 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
142 同上 
143 https://afri-can.org/cbr-directory-for-africa/（参照 2020-12-12） 
144 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。  
145 CBMはドイツに本部を置く、クリスチャン系の国際開発 NGO。 
146 CBM (2015) An Evidence-based Analysis of Community-Based Inclusive Development (CBID)/Community-Based Rehabilitation 

(CBR) Training Needs in Egypt: A study of 4 selected communities 

https://afri-can.org/cbr-directory-for-africa/
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スタッフが人権の視点をもって障害に取り組む必要があることが指摘されている。 

 

２－６．盲人、視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が発行された著作物を利

用する機会を促進するためのマラケシュ条約批准による対応状況 

 エジプトは、2020年 12月現在、マラケシュ条約の批准には至っていない。担当省庁は文

化省である。著作物を世界的に共有しているアクセシブルブック書籍連合体147（世界知的

所有権機関が支援）には、アレキサンドリア図書館が参加している。アレキサンドリア図

書館は、マラケシュ条約の批准に向けたシンポジウムを 2017 年 2 月 12 日に開催した。シ

ンポジウムには、情報通信省や教育・技術教育省、外務省、議員、NGO など関係者、世界

図書館協会や世界盲人協会、DAISY コンソーシアム（アクセシブルな情報システム148）な

ど 62名が集った。マラケシュ条約の批准の重要性について議論され、参加者声明がシンポ

ジウムの成果として発表された149。 

 2017 年に実施された JICA による調査では、マラケシュ条約批准への課題として以下が

挙げられている150。 

 

・ 議会において議員立法で批准案が提示される見込みであるが、同条約の公認機関

（Authorized Entity）に相当する機関の定義が不明。 

・ 製作と提供の双方における製作団体間の調整が必要（人口規模からみて複数の製作団

体が DAISY を製作することになると想定される）。 

・ 著作権を制限して製作された DAISY図書を国際的に交換する公認機関の機能と、製作

団体間の調整機能との効果的な統合のために、国内出版物の書誌情報の標準化と書誌

情報データベースの整備が必要。通常、書誌情報データベースの整備は納本制度等と

ともに国立図書館の機能として制度化されるため、国立図書館を DAISY図書の製作と

提供のネットワークの中で十分に機能させることが重要。 

 

２－７．新型コロナウイルスの流行がもたらした影響 

 2021 年 1 月 26 日時点で、エジプトにおける新型コロナウイルス感染者数は 16 万 2,486

人、死亡者が 9,012 人となっている151。最初の感染者が報告されたのは、2020 年 2 月 14 日

である152。新型コロナウイルスの影響により夜間の外出禁止令と都市封鎖が 2020 年 3 月に

発令され、学校、大学、モスク、レストラン、美術館や考古学関連施設が封鎖された。新

                                                                 
147 https://www.accessiblebooksconsortium.org（参照 2020-12-12） 
148 DAISYとは、視覚障害者や通常の印刷物を読むことが困難な人々のためのアクシブルな電子書籍の国際標準規格と

して、50カ国以上の会員団体で構成するデイジーコンソーシアム（本部スイス）により開発と維持が行なわれている

情報システムを表している。出典：https://www.dinf.ne.jp/doc/daisy/index.html（参照 2020-12-12） 
149 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。声明へのリンク https://www.ifla.org/lpd/conferences-seminars（参照 2020-12-12） 
150 同上 
151 https://www.who.int/countries/uga/ (参照 2021-01-15) 
152 https://www.unodc.org/documents/middleeastandnorthafrica//2020/COVID19/COVID_19_Egypt_Final.pdf(参照 2021-01-15) 

https://www.accessiblebooksconsortium.org/
https://www.ifla.org/lpd/conferences-seminars
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型コロナウイルスによる都市封鎖の結果、エジプト経済は大きな打撃を受け、2020 年の 4

月末までの失業率は、7.7％から 9.2％に上昇した。2020 年 6 月末から段階的な封鎖解除が

始まった。  

コロナ禍がエジプトの障害者に与える影響については著しく情報が不足しており、本調

査で得られた情報はきわめて限られている。 

 

① 各国政府が実施した新型コロナウイルス対策における障害者への合理的配慮 

情報通信省は、障害者のためのコンタクトセンター（Contact Center for Services for 

Persons with Disabilities）を 2019年に立ち上げた153。このセンターでは、“Wasel”という聴

覚障害者や言語障害者向けの携帯用アプリケーションを使うことで、聴覚障害者や言語障

害者がビデオ通話で救急車や消防士などの救急サービスにアクセスできるようにした。ま

た、新型コロナウイルスの情報に 24 時間アクセスでき、症状を訴え、必要な医療サービス

を受けられるよう障害者を支援している154。 

② 障害者が保健サービスを受ける権利に対するコロナ禍の影響  

現地メディアによると、通常自宅で治療を受けている精神障害者が、新型コロナウイル

スに感染したところ、医療機関への受け入れを拒まれ、死亡したと報告されている155。 

 

③  障害者が教育を受ける権利に対するコロナ禍の影響 

Al-Fanar Media 紙の 2020年 10 月 8 日付の記事において、エジプト中部のソハグ大学教育

学部の Hussein Safwat 教授は、障害者の権利法では障害を高等教育機関への入学不許可の

理由としてはならないとあるが、障害者の高等教育機関への参加率は 15％に過ぎず、コロ

ナ禍によりさらに状況が悪化するのではないかと指摘している156。 

 

④ 障害者の移動に対するコロナ禍の影響 

今回のオンライン文献調査やアンケート調査では確認できなかった。 

 

⑤ 障害者の就労に対するコロナ禍の影響 

今回のオンライン文献調査やアンケート調査では確認できなかった。 

 

⑥ 障害者への情報保障に対するコロナ禍の影響 

今回のオンライン文献調査やアンケート調査では確認できなかった。 

                                                                 
153 障害者のためのコンタクトセンターは、大統領のイニシアチブの下、2019年に情報通信省により立ち上げられた。

https://dailynewsegypt.com/2020/04/16/egypt-launches-app-for-covid-19-information-to-hearing-speech-impaired/（参照 2020-12-

12） 
154 同上 
155 http://english.ahram.org.eg/NewsContent/50/1209/381144/AlAhram-Weekly/Focus/People-with-disabilities-in-Egypt-Towards-

accessib.aspx（参照 2020-12-12） 
156 https://www.al-fanarmedia.org/2020/10/for-students-with-disabilities-the-pandemic-adds-another-barrier/（参照 2020-12-12） 

https://dailynewsegypt.com/2020/04/16/egypt-launches-app-for-covid-19-information-to-hearing-speech-impaired/
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３. 障害関連団体の活動概況157 

社会連帯省が NGO（国際 NGO 含む）の登録を管理しており、また、組織を結成する際

に財政支援を行なっている。エジプト国内の DPO を含む NGO は、組織設立に関する 2002

年の法律 84 号に基づいて設立されている。エジプトの各県で DPO や障害者支援団体が複

数存在するが158、各団体が DPO か支援団体かどうか判別は難しい。 

 

３－１．障害当事者団体の活動概要 

地域レベルで小規模の DPO が設立されており、県及び国レベルの障害者の声をまとめる

組織（エジプトろう協会など）も形成されているものの、政策などへの影響力は小さい159。

このため、DPO の組織開発と能力強化への支援が重要な課題となっている160。 

主な DPO は以下のとおり。 

 

団体名 概要 

アシュート障害者連

合 

Assiut Federation of 

Organisations of People 

with Disabilities 

国を代表する DPO で、40 の団体から構成されていると報告さ

れているが、詳細は不明161。AOPD の加盟団体。 

Fajr Al-Tanweer 盲人協

会 

Fajr Al-Tanweer 

Association of the Blind 

in Egypt 

世界盲人連合（World Blind Union）のメンバー。フェイスブッ

ク（Facebook）アカウント上では活動の様子が伺えるが、詳細

は不明162。 

エジプトろう者協会  

The Egyptian 

Association of the Deaf 

フェイスブック（Facebook）アカウント上では活動の様子が伺

えるが、詳細は不明163。 

 

  

                                                                 
157 エジプトは市民社会によるパラレルレポートがまだ提出されていないため、リストの作成にあたっては、2017年 11

月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェクト」詳細計画

策定調査、2015年に NCDA（現 NCPD）が国際連合人権高等弁務官事務所（Office of the United Nations High 

Commissioner for Human Rights: UNOHCHR）に送付した障害者の意思決定過程の参画に関する報告書、CBRアフリカ

ネットワーク（CBR African Network ：CAN）のメンバーリスト、WHOの精神保健に関連する組織リスト

（https://sid.usal.es/idocs/f8/fdo19614/atlas_compendium.pdf）及び H&Iの年間報告書を参考にした。本調査では、国を代

表すると思われる主な団体についてのみリストに掲載するようにした。 
158 例えば、2007年に JICAにより作成された「エジプトにおける障害関連情報」の現地支援団体リストにおいては、各

県の比較的小さいと思われる団体についてもリストアップされている。 
159 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
160 DPOsという概念がエジプトで認知され始めたのは、2008年の CRPDの後であることから、まだ概念としては新しい

と言える。出所：Permanent Mission of the Arab Republic of Egypt to the UN (2016) “Questionnaire on the Provision of Support 

to Persons with Disabilities” 
161 Institute of Development Studies (2018) Mapping the organisations that address disability issues in North Africa  
162 https://www.facebook.com/altanweer.org （参照 2020-12-12） 
163 https://www.facebook.com/The-Egyptian-Association-of-the-Deaf-469371496486487（参照 2020-12-12） 

https://sid.usal.es/idocs/f8/fdo19614/atlas_compendium.pdf
https://www.facebook.com/altanweer.org
https://www.facebook.com/The-Egyptian-Association-of-the-Deaf-469371496486487
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３－２．障害者支援団体の活動概要 

団体名 概要 

Helm164  

 
・ Helm とはアラビア語で「夢」を意味する。Helm は「バリア

フリーと障害者雇用の推進により、障害者の夢を現実に」と

のビジョンを持ち、2014 年に設立された。主に以下の活動を

実施している。 

・ 障害者の能力強化研修 

・ 求人サービス：ジョブコーチ、雇用主の研修、啓発。ボーダ

フォンやシェル、ノバルティス、P&G など民間企業 220 社

を顧客とし、2,537 名の雇用主に対して研修を実施した。 

・ DET や障害啓発を通して、職場における合理的配慮の実現 

・ サービスやモノが障害に配慮されているかを精査し、障害の

視点を取り入れた市場づくり。 

・ アクセシビリティ：アクセス監査の実施及びデザイン段階か

ら実施段階まですべての段階におけるチェック、点字やス

ロープの制作。アクセス監査は 330 箇所（2017 年 11月現

在）165。2017年 4月に、Helmによってカイロ大学周辺にバ

リアフリー歩道が整備され、エジプト初の日本モデルの視覚

障害者誘導用点字ブロックが導入された166。 

・ 障害の視点を取り入れたイベントの企画・運営：2016年 6 月

に、国際会議「カイロ 2016 – みんなの街（Cairo 2016 : A City 

for All）」を開催し、障害分野の専門家や民間企業、障害者団

体、世論形成者（オピニオンリーダー）、政策策定者など国

内外から 350名の参加者が会議に参加した。 

カヤン障害者協会167 

Kayan Society for 

persons with disability  

障害に優しい社会の構築を目指す。CBR プログラムの実施、能

力強化、地域における啓発、支援機器を利用した障害者の遠距

離教育の促進など。 

Magrabi財団168 

Magrabi Foundation 

 

Magrabi 医療グループの一部として、失明の予防を目的に 1992

年に設立された、視覚障害に特化した財団。活動の目的は、促

進、予防、治療、リハビリテーション。活動は、アウトリー

チ、学校での視覚検査、安価なメガネの支給、病院での治療提

供、視覚リハビリテーションサービスの提供、CBR などがあ

る。 

エジプトインクルー

シブ教育協会169 

Egyptian Association 

of Inclusive Education 

2012 年に設立された。インクルーシブ教育に関して能力開発や

啓発活動を実施している。 

 

 

                                                                 
164 https://www.helmegypt.org/（参照 2020-12-12） 
165 2017年 11月に JICA人間開発部が実施した「情報アクセシビリティの改善による障害者の社会参画促進プロジェク

ト」詳細計画策定調査にて確認。 
166 JICA（2017）世界 HOTアングル「エジプト初日本をモデルとした点字ブロックの導入」 

https://www.jica.go.jp/hotangle/mideast/egypt/20170725.html（参照 2020-12-08） 
167 http://kayanegypt.com/en/p/kayan_association_support_children_with_disabilities_in_egypt（参照 2020-12-12） 
168 http://www.magrabi.org/contact-us/（参照 2020-12-12） 
169 http://egyptianinclusive.org/links.html（参照 2020-12-12） 

https://www.helmegypt.org/
http://kayanegypt.com/en/p/kayan_association_support_children_with_disabilities_in_egypt
http://www.magrabi.org/contact-us/
http://egyptianinclusive.org/links.html
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障害者支援に特化していない団体 

団体名 概要 

Misr El-Kheir 財団170 

Misr El-Kheir 

Foundation（MEK） 

2007 年に設立された NGO。活動分野は 6分野で、①健康、②教

育、③科学研究、④社会連帯、⑤人生の側面（Aspects of life）、

⑥包括的開発。障害者のインクルージョンを目指して、障害者

で構成されるオーケストラの支援、職業訓練の実施や CBR セン

ターの設立、特別オリンピックの支援に取り組んでいる。 

コプト福音主義組織
171 

Coptic Evangelical 

Organization for 

Social Services

（CEOSS） 

1960 年にコプト正教会172によって設立された、カイロに本部を

置く開発団体で、社会的・文化的開発、個人の健康、社会正

義、文化の調和を目指している。2017 年の活動内容は、施設の

バリアフリー化、バリアフリー研修、障害者の能力強化、障害

者の雇用へのアクセス増加を目指した啓発キャンペーン、CBR

プログラム等の活動を実施している173。2014 年に、エジプト国

内の障害者を支援する団体のフォーラムである「障害者のエジ

プ ト フ ォ ー ラ ム （The Egyptian Forum for People with 

Disabilities）」を設立した174。同フォーラムの活動内容は、障害

関連のコンセプトの普及、権利違反に関するモニター、障害者

のエンパワメント等。 

開発のための小さな

群れ財団 

The Little Flock 

Foundation For 

Development175 

2009 年カイロで設立された NGO。現在 Life Together、Brighter 

Future、Little Seedsの 3つのプロジェクトを実施している。その

中の 1 つである Life Together は、22 歳までの精神障害のある子

どもや若年者を対象に、ミニヤー県に設立されたセンターに

て、授業の開催、運動能力や理学療法などリハビリテーション

プログラムを実施している。当事者だけでなく家族も支援し、

地域で啓発活動も実施している。 

 

  

                                                                 
170 https://misrelkheir.org/en/social-inclusion-for-people-with-special-needs/#（参照 2020-12-12） 
171 https://en.ceoss-eg.org/（参照 2020-12-12） 
172 エジプトで発展したキリスト教・非カルケドン派（東方諸教会）の一つ。 
173 CEOSS (2017) Annual Report  
174 https://afri-can.org/wp-content/uploads/2019/08/Egyptain-forum-of-PWDs.pdf（参照 2020-12-12） 
175 https://thelittleflock.org/contact-us/（参照 2020-12-12） 

https://misrelkheir.org/en/social-inclusion-for-people-with-special-needs/
https://en.ceoss-eg.org/
https://afri-can.org/wp-content/uploads/2019/08/Egyptain-forum-of-PWDs.pdf
https://thelittleflock.org/contact-us/
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